
第 62回厚生科学審議会科学技術部会
― 議 事 次 第 一

【日 時】平成 23年 3月 7日 (月 )17Ю O～ 1990

【場 所】厚生労働省 省議室 (中央合同庁舎第5号館 9階 )

【議 題】
1.部 会長選出及び部会長代理の指名について
2.平 成23年度科学技術関係予算 (案 )について
3.平 成23年度厚生労働科学研究費補助金公募要項 (難病・がん等の疾
患分野の医療の実用化研究事業)について
4.ヒ ト幹細胞臨床研究について
5.ヒ ト胚性幹細胞等のヒト幹細胞の樹立と分配に関する検討について
6. ヒト胚研究に関する審査専門委員会の設置について
7.が ん研究助成金の事後評価について
8  その他

【配布資料】

資 料 1 厚生科学審議会科学技術部会委員名簿
資 料 2 平成23年度科学技術関係施策予算案の概要について
資料 3-1 平成23年度難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業

の概要

資料 3-2 平成23年度厚生労働科学研究費補助金公募要項 (案 )(難病ロ
がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業)

資料 3-2別 紙.厚生労働科学研究費補助金の応募に係る府省共通研究
開発管理システム (e―Rad)への入力方法について

資料4-1.ヒト幹細胞臨床研究実施計画の申請について
資料 4-2 ヒト幹細胞臨床研究実施計画について
資 料 5 ヒト胚性幹細胞等のヒト幹細胞の樹立と分配に関する検討につ

いて(案) ′
資 料 6.ヒト胚研究に関する審査専門委員会の設置について(案 )
資 料 フ がん研究助成金事業事後評価に関して
資 料 8.ヒトゲノム・遺伝子解析研究倫理指針に関する専門委員会の設

置について

資 料 9 第4期科学技術基本計画について
参考資料1 厚生科学審議会関係規程
参考資料2 ヒト幹細胞を用いる臨床研究実施計画の申請に関する参考資料
参考資料3 ヒト受精胚の作成を行う生殖補助医療研究に関する倫理指針
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第62回科学技術部会
資料 1

平成23年 3月 7日

厚生科学審議会科学技術部会委員名簿

氏  名         所  属

相澤 英孝   ~橋 大学大学院国際企業戦略研究科教授

井部 俊子   聖路加看護大学学長

今井 通子   株式会社ル・ベルソー代表取締役

岩谷 力    国
=障
害者リハビリテーションセンター総長

笙驚 壁爺   日本学術会議会長

lr讐 置    クリニック川越院長
桐野 高明   独立行政法人国立国際医療研究センター理事長

佐諜 洋
し   東北大学大学院医学系研究科教授

末松 読
と   慶應義塾大学医学部長

高杉 敬久   社団法人日本医師会常任理事

永井 買理]  東京大学大学院医学系研究科教授

西島 正弘   国立医薬品食品衛生研究所長

野村 由美子  中日新聞社編集局整理部記者

橋本 信夫   独立行政法人国立循環器病研究センター理事長

曽謄 事是   慶應義塾大学医学部 総合医科学研究センター特別研究教授

福鮮 茨臭   聖路加国際病院院長

町野 朔    上智大学大学院法学研究科教授

松田 顎
る   協和発酵キリン株式会社代表取締役社長

南 裕子    近大姫路大学長

宮田 満    日経BP社医療局主任編集委員

省紺 蓬萌   元国立感染症研究所長

望月 正隆   東京理科大学薬学部教授

製鷲 質賞   日本医用光学機器工業会会長代行

平成 23年 3月 1日 現在
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0康型農
平成23年度科学技術関係予算案の概要

厚生労働科学研究費補助金に係る平成23年度予算案の概要

(行政政策研究分野)

行政政策研究経費

厚生労働科学特別研究経費

約6億円(約8億円)

約3億円(約3億円)

(厚生科学基盤研究分野)

先端的基盤開発研究経費

臨床応用基盤研究経費

(健康安全確保総合研究分野)

地域医療基盤開発推進研究経費

労働安全衛生総合研究経費

食品医薬品等リスク分析研究経費

健康安全口危機管理対策総合研究経費

約53億円(約66億円)

約50億円(約 60億円)

約5億円(約 7億円)

約1億円(約 1億円)

約25億円(約 32億円)

約3億円(約4億円)

(疾病・障害対策研究分野)

成育疾患克服等次世代育成基盤研究経費  約5億円(約5億円)

第3次対がん総合戦略研究経費 約46億円(約58億円)

生活習慣病・難治性疾患克服総合研究経費

約104億円(約 131億円)

長寿・障害総合研究経費 約27億円(約31億円)

感染症対策総合研究経費 約53億円(約66億円) (健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジエクト)(※ )

難病。がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費

57億円 (0億円 )

※「元気な日本復活特別枠」

注)括弧内は平成22年度予算額-2-



平成23年度 厚生労働省科学技術関係経費予算額 (案 )の概要

区 分

平成22年度

予 算 額

平成23年度

予算額(案 )

対前年度
差  引
増△減額

対前年度

比率(%)
備 考

般
　
　
　
会
　
　
　
計

科弓自技術振興費 112,511 109,021 △ 3,490 96_9%

i厚生労働科学研究費補助金

|[I 行政政策研究分野]
|(1)行政政策研究経費
|(2)厚生労働科学特別研究経費

|[I厚生科学基盤研究分野]
|(1)先端的基盤開発研究経費
|(2)臨床応用基盤研究経費

|[皿 疾病・障害対策研究分野]

|(1)成育疾患克服等次世代青成基盤研究経費
|(2)第 3次対がん総合戦略研究経費
|(3)生活習慣病・難治性疾患克服総合研究経費
|(4)長野・暉害総合研究経費
|(5)感染症対策総合研究経費

|[Ⅳ 健康安全確保総合研究分野]

|(1)地域医療基盤開発推進研究経費
|(2)労働安全衛生総合研究経費
|(3)食品医薬品等リスク分析研究経費
|(4)健康安全・危機管理対策総合研究経費

|[V健康長寿社会実現のためのラ47・イノだ―力″・ロシ■クト]
|(1)難病・力t～等の疾患分野の医舞の実用化研究経費
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元気な日本復活特別枠J

1試験研究機関等 23,680 21,799 △ 1,881 92.1% 国立試験研究性閲、独立行政法人運営経費

1特定疾患治療研究費補助金 27.544 28,044 500 101.8%

小児慢性特定疾患治療研究費 11,4101 12,791 1,381 112.191

そ の 他 2,6741 2,558 △ 116 95,7% 結核 放射線影響研究所補助金等

れ
ぃ
)他科学技術関係経費
目立古産専門医療研究センター等) 38,661 38,421 △ 240 99.4% 平成23年度予算(案)額のうち69億円は、r元気な日本復活特別枠」

計 151,172 147,442 △ 3,730 97.5%

鷹
投
特
会

医薬品等の研究開発に対するパイ・ドール姜託貴
(産業投資特別会計)

400 0 △ 400 0.0% 医薬品、医療用具等の開発に関する研究の促進のため、民間企業に対するパイ・ドール方式による支援を行うもの

労
保
特
会

(労働保険特別会計 ) 2,547 2,621 74 1029% 独立行政法人労働安全衛生総合研究所に必要な経費等

合 計 154,119 150,063 △ 4,056 97.4%



平成23年度 厚生労働科学研究費補助金予算額 (案)の概要

事 項
平 E22年度

予 算 額
平瞑 23年臓

予算額 (案 )

対前 年度

差 引
l● A■ 鋼

対前年度

比率 (%) 備 考

厚生労働科学研究費補助金

[I 行政政策研究分野]
(1)行政政策研究経費

ア 政策科学総合研究経費

イ 地球規模保健課題推遺研究経費

(2)厚生労働科学特別研究経費

[■ 厚生科学薔盤研究分野]

(1)先噛的薔盤開発研究経費

iア 再生E僚実用化研究経費
イr饉薬基盤推進研究経費

ウ 医療機番開発推違研究経費

(2)臨床応用基盤研究経費

ア 医療技術実用化総合研究経費

[コ 疾病,障害対策研究分野]

(1)咸青疾患克服等次世代育成基盤研究経費

(2)第 3次対がん総合戦略研究経彙

ア 第3次対がん総合戦略研究経費

イ がん日床研究経費

(3)生活習慣病・難治性疾患克服総合研究経費

ア 循環轟疾患・綺尿病等生活習慣病対策総合研究経費

イ 腎疾患対策研究経費

ウ 免疫アレルギー疾患等予防・治療研究経費

工 難治性疾患寛服研究経費

オ 慢性の痛み対策研究経費

(4)長寿・障害総合研究経費

ア 長寿科学総合研究経費

イ 認知症対策総合研海経費

ウ 障害者対策総合研究経費

(5)感彙症対策総合研究経費

ア 新型インフルエンザ等新興・再興感彙症研究経費

イ エイズ対策研究経費

ウ 肝炎等克服緊急対策研究経費

[Ⅳ 健康安全確保総合研究分野]

(1)地域医療基盤開発推進研究経費

(2)労働安全衛生総合研究経費

(3)食品医薬品等リスク分析研究経費

ア 食品の安全確保推迫研究経費

イ 医薬品・医療機書等レキ■ラトリーサイルス総合研究経費

ウ 化学物貫リスク研究経費

(4)健康安全・危機管理対策総合研究経費

[V健康長寿社会実現のためのライフ:イノベーションプロジェクト]
(1)難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究経費
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【現状認識と課題】
・臨床ネットワークの構築、医療と地域生活の支援の融合が重
要。
【課題解決の取組】
p効果的な地域精神科医鷹モデルの開発・普及
生活中心の精神科医療の普及を加速化。
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難病関連分野

予算額 (案 ): 20億円 (公募)

目的: 難病患者の全遺伝子を極めて短期間に解析し、                    する。

背景 :

すでに難治性疾患克月風研究事業の研究班では、多くの難治性

希少疾患の研究を実施し、これまで実態調査等を通じた患者登
録及び臨床データを蓄積している。

【一般公募型:10機関】

目標 :

難病患者の全遺伝子を極めて短期間に解析し、早期に原因解
明及び新たな治療法・開発を推進する。
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概要 :

(1)難治性疾患患者遺伝子解析経費【一般公募型】

○既存の遺伝子解析装置を所有する研究者または共同

利用可能な研究者により、解析を推進する。

(2)次世代遺伝子解析装置導入経費【拠点公募型】

○難病について、主に5疾患群に区別できることから、一
般公募型研究に加え、難病の解析を総合的に進めるた
め、5疾患群を5カ所で解析を推進する。
※5疾患群 :神経系難病、遺伝性難病、循環器系難病、

内科系難病、小児系難病の5疾患。

〔ゴ]]ョ颯辱暑」星菱三lttI輩3登書曇晏異軍言
ヽ
―
―
ノ

【拠点公募型:5機関】



予算額 (案):14億円 (公募型)

『中長期的視野に立った戦略的計画に基づき、質の高い臨床研究を推進し、実用化を目指す」

がん関係研究分野

【背景】
がんは我が国の死亡原因の第1位であり、国民の生命及び健康にとつて重大
な問題である。このため、昭和59年に「対がん10カ年総合戦略」が策定されて
以来、今の「第3次対がん10か年総合戦略に基づいた「第3次対がん総合戦略
研究事業」において、がんの病態解明から臨床への応用に至るまで取り組んで
きた。本研究事業については、「第3次対がん総合戦略研究事業」で培つた様々
な実績を生かし、実用化に向けた研究を更に推進する。特に、我が国のがんワ
クチンに対する基礎的・免疲学的研究の国際的なレベルは非常に高く、国内で
開発されたがんワクテンにおける安全性や有効性の臨床研究が始まつている
ことから、副作用が少なく、有効性の高い第4のがん治療法として、創築に向け
た日本発のがんワクチン療法開発の加速化が期待されている。

【領城2日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発】

:酷雛 毒訓留陽両立 ・邑奮露繹:焙揮名ξン創剰こよる
項繁二菫乱曇晟島諮鰭緊雲驚塵爾ユ削減嗅霜獣     等

【領城1革新的早期診断・治療法の開発に関する研究】

② 固形がん幹細胞を標的とした革新的治療法の開発に関する研究
※文部科学省の「次世代がん研究戦略推進プロジェクト」や経済産業省の「がん超早期診断・

【概要】

本事業では、膵がん、臓がん等の難治性がんや再発がんを中心に、「領域1革新的
早期診断・治療法の開発に関する研究」として、バイオマーカーを用いた新規性の高い回
像診断方法の開発や、がん幹細胞を標的とした革新的な治療技術の開発を推進すると
ともに、「領域2日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発に関する研究
として、がんベプチドヮクチン療法の実用化に向けた本格的な医師主導型臨床試験を推
進する。

領域1では、中長期的視野に立った戦略的EI画に基づ〈とともに、実用化へ向けたロー
ドマップを明確にし、領域2では、国内の研究機関‐企業等が知財を有し、臨床試験を開
始するために合理的に必要と認められる前臨床段階のデータを有するがんペプチドワク
チンをGMPグレードで作成し、国際標準の「臨床試験の実施の基準」(CCP)に準じた臨
床試験体制のもとで、薬事承認につなげるための第 1相および第肛相(前半)の臨床試
験を推進する。

特に、領域2にあたっては、医薬品開発業務受話機関(CRO)等の協力を得つつ、治験
コーディネーターや生物犠計の専門象等の確保やデータ管理や健康危機管理を行うと共
に、当該臨床試験の進捗状況を踏まえ、承認申請に向けた薬事相談等を実施することに
より、具体的な創薬に向けた本格的な医師主導型臨床試験を推進する。

【目相u
がん対策推進基本計画において
0がんによる死亡者の減少

2
日標実現のために、本研究事業では日本発のがんワクチン療法の

期房ほ絲盤謂 就g磐版重ダ饒誕琶魯。

目標

これまで開発されたシーズをもとに、国際戦略を踏まえ、アジァ地域で
適合性の高いHLA型に対応したがんワクチンの開発等、革新的がんワク
チン療法の開発研究を行う。

2012-2017

臨床研究ロリパース臨床研究
0がんワクチンの国内の多施設共同による臨床研究の実施
0臨床研究に基づくリバース臨床研究の遂行
(安全性の評価・免疫学的反応・臨床効果の検討 )
0がんワクチン療法の最適化

薬剤承認に向けた臨床試験

釜畠桑雉
品
|し
ての承認に向けた企業連携と医師

大手製薬企業への導出(ゴールは医薬品承認 )
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肝炎関係分野

予算額 (案):5億円 (公募目指定)

概要
平成22年 1月 に施行された「肝炎対策基本法」
の趣旨及び今後策定予定の肝炎対策基本指針を
踏まえ、国民の健康を保持する上での重要な課題
である肝炎対策を総合的に推進するための基盤と
なる行政的な研究を実施する。

目標
日常生活の場や各種施設における新規感染の

発生予防等を目的とした肝炎感染予防ガイドライ
ン等の策定のための研究や、肝炎診療に当たる医
療従事者に対する効果的な研修プログラムの策定
に関する研究等を行うことで、肝炎対策を総合的
に推進するための基盤づくりを目指す。



精神疾患関係研究分野
予算額 (案):1.3億円  (指定)

目的 :効果的な地域精神科医療モデルを開発し、地域生活中心の精神科医療を実現

背景 精神疾患患者の受療者数は、年間約320万人を超え、医療
ニーズが急速に高まつている。 重症の精神疾患で通院困難な患
者に対して、継続的に地域で適切な医療 (危機介入)、 福祉、就労
サービス等の支援を包格的に提供することにより、長期入院化や再
入院を防ぎ、経続的な地域生活を可能とすることができると期待さ
れている。 しかしながら、その効果を検証する実証研究は未だ十
分には行われていないため、全国的に普及を見るに至っておらず、
そのための研究が不可欠となっている。            :

概要

①『地域精神科医療モデル」の開発

地域精神科医療モデル構築に必要な基本データの集積。
アウトカム、プロセス、費用対効果等の評価項目を検討し、
複数地域を想定した地域精神科医療モデルを開発

②「地域精神科医襲モデル Iの試行研究

試行地域における精神科医療機関に対して、訪問支援や
相談支援等を主体とした新たな精神医療モデル構築への
具体的な処方箋を提示

治療の有効性、医療経済効果、地域社会に与える影響等
の調査・分析を行い、効率的な地域精神医療モデルヘ改
良

重症が来院患者

医翻帰Ъり」圏璽L 多職種による訪間活動

心理教育

生活支援

プロセス調査

地域精神科 療モデルの開発

費用対効果分析

目標 本研究により、地域精神科医療モデルの開発を進め、
「地域生活中心の精神科医療」実現のため、包括的な地域
精神科医療を全国に普及させる

地域生活を可能とする

JЧ躍鉾b

5

試行地域

アウトカム調査
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再生医療関係研究分野

予算額 (案)19億円(指定)

目的 :ヒト幹細胞を用いた再生医療技術の早期実現化のための基盤構築

背景 :ヒトES・ :PS細胞を含むヒト幹細胞
を用いた再生医療技術の実現化に向け
た研究は、国際競争が激化しており、日
本は海外に遅れをとりつつある。

概要 :切れ日のない基礎研究から臨床
研究への移行を可能とする仕組みを構
築するとともに、効率的で加速度的な臨
床研究が実施できる臨床研究支援体制
等の基盤構築を目的とした研究を実施
する。               r
課題数:1課題 研究費:9億円/年

目標 :基礎研究から臨床研究への迅速
かつシームレスな移行を可能とし、ヒトE
S・ iPS細胞を含むヒト幹細胞を用いた
安全な再生医療をいち早く実現化する:

(事業イメージ)

6



臨床試験関係研究分野

1予算額 (案):7億円 で指定 )

1目的:世界に先駆けて臨床試験を実施し、日本発の

背景 :我が国は世界に先駆けてヒトに初めて新規薬
物・機器を投与・使用する臨床試験体制 (人材及び
設備)が不十分であるため、基礎研究成果 (シーズ)
が日本発であっても、インフラの整った海外で先行し
て実用化された後、遅れて日本に導入される状況に
ある。

概要:0企 業・研究機関が有する日本発の新規
薬物・機器の早期・探索的な臨床試験を実施可能と
なるようインフラを整備する予定の医療機関として、
公募により決定された5か所 (「がん」、「神経・精神疾
患領域」、「1関心血管領域」等を重点分野とずる)に対
して、

○ 日本初の有望なシーズを評価し日本発の革新的
新薬等を世界に先駆けて創出するために、
O別 途整備費により実施医療機関の体制整備を
行うとともに、個別の具体的な研究費を連動させるこ
とにより迅速な実用化を図る。
整備費 5億円程度/年/機関 5箇所程度(5年継続)
研究費※15億円程度/年/課題 5課題程度(3～5年継続)
※開発企業がなく、医師主導治験を実施する場合

目標 :新規薬物・機器について、世界に先駆けて



(参  考 )
健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジエクト    平成23年度予算案 131億円

難病・ がん等疾患分野の研究成果の実用化の推進や日本発の革新的な医菫品 。医療機器の
創出により、健康長寿社会を実現するとともに、国際競争力強化による経済成長に貢献 .

O難病 。がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業 【57億円】
・難病やがん等の疾病の原因解明や診断法 。治療法 。予防法の開発、再生医療技術の臨床実現化のための研究等を推進するよ

※難病に関する研究は、既存の事業とあわせて100億円 (う ち特別枠20億円)

○日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発研究事業 【13億円 (再掲)】
。がん患者が仕事とがん治療を両立できるような日常生活の質の向上に資する新たな治療法として、日本発のがんワクチン療法の実

用化に向けた臨床開発研究を強力に推進する。

O世界に先駆けた革新的新薬。医療機器倉1出のための臨床試験拠点整備事業 【33億円(一部再掲)】
。ヒトに初めて新規薬物・機器を投与 。使用する臨床試験等の実施拠点を整備するため、対象医療機関における人材の確保、診断機
器の整備等に係る財政支援を行う。 (がん等の重点疾患分野ごとに拠点を選定し、計 5箇所を整備する予定。)

0先端医療技術等の開発・研究推進事業 (国立高度専門医療研究センター ) .  【43億円】
。国立高度専門医療研究センターの豊富な症例数、専門性等を活かし、バイオリソース (血液等の生体試料)の蓄積、先端医療技術
等の開発を進めるとともに、知的財産管理のための人材確保を行う。  ―

0日本発シーズの実用化に向けた医薬品・医療機器薬事戦略相談推進事業          【99百万円】
。日本発シーズ (医薬品 。医療機器の候補となる物質・技術等)の実用化に向けて、産学官からなる懇談会を設置し、相談対象範囲
の選定等を検討した上で、大学・ベンチャー等を対象に、治験に至るまでに必要な試験や有効性 。安etLの評価法等にかかる実質
的 。実務的な相談 (薬事戦略相談)に応じる。

O医療情報データベース基盤整備事業.                         【3.7億円】
。全国の大学病院等 5箇所に1,000万人規模のデータを収集するための医療情報データベースを構築するとともに、独立行政法人
医薬品医療機器総合機構に情報分析システムを構築し、医薬品等の安全対策を推進する。
※基盤整備に必要な経費の 1/2を国が負担し、残りの1/2梓 (独)医薬品医療機器総合機構が負担

0福祉用具・介護ロボット実用化支援事業                        【83百万円】
・福祉用具や介護ロボット等の実用化を支援するため、試作段階にある当該機器等を対象として、臨床的評価や介護保険施設等にお
けるモニター調査等を実施す

①
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I 厚生労働科学研究費補助金の目的及び性格

Ⅱ.応 募に関する諸条件等
(1)応 募資格者
(2)研 究組織及び研究期間等
(3)対 象経費
(4)応 募に当たつての留意事項
ア.補 助金の管理及び経理について
イ 不正経理等及び研究不正への対応について
ウ Tll益相反 (Oonflict of lnterest i c o I)の 管理について
工.経費の混同使用の禁止について
オ 研究計画策定に当たつての研究倫理に関する留意点について
力 臨床研究登録制度への登録について
キ.補助金の応募 に当たつての留意点について
ク.府省共通研究開発管理システムについて

(5)公 募期間
(6)提 出書類
(7)そ の他
ア.研究の成果及 びその公表
イ.国 民との双方向コミュニケー シ ョン活動について
ウ.健 康危険情報 について
工 政府研究開発デー タベース入力のための情報
オ.競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除について
力.採択の取消 し
キ.個 人情報の取扱い

ク.リ サーチツール特許の使用の円滑化について

ケ 歳出予算の繰越について

Ⅲ 照会先一覧

Ⅳ 研究課題の評価

V.公 募研究事業の概要等
補助金のうち本公募要項において公募を行う研究類型について

研究事業の概要及び新規課題採択方針等
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12

12

16

16

20

20

1 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業・・・・・・・・・ 20



(1)難病関係研究分野
(2)がん関係研究分野
(3)肝 炎関係研究分野

公募研究事業計画表

Ⅵ.補助対象経費の単価基準額一覧表

● ● ● ● ● ● ● ● ● 2フ

20

22

25

(付 その 1)研 究計画書の様式及び記入例

(付 その 2)厚 生労働科学研究費補助金の応募に係 る
府省共通研究開発 管理 システム (e―Rad)へ の

入力方法について (平 成 23年 ○月○日版 )・ ・・・・・・・ (別 紙 )
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厚生労働科学研究費補助金 (以 下「補助金」という。)は、「厚生労働科学研究の振興を
促 し、もって、国民の保健医療、福祉、生活衛生、労働安全衛生等に関 し、行政施策の科学

的な推進を確保し、技術水準の向上を図ること」を目的とし、独倉1的 又は先駆的な研究や社

会的要請の強い諸問題に関する研究について競争的な研究環境の形成を行い、厚生労働科学

研究の振興を一層推進する観点から、毎年度厚生労働省ホームページ等を通 じて、研究課題

の募集を行つています。

応募 された研究課題は、事前評価委員会において「専門的・学術的観点」や「行政的観点」

等か らの総合的な評価を経たのちに採択研究課題が決定され、その結果に基づき補助金が交

付されます。

なお、この補助金は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭 和 30年法
律第 179号 )」 (以下「補助金適正化法」という。)等 の適用を受けます。補助金の目的
外使用などの違反行為を行つた者に対 しては、補助金の交付決定取消し、返還等の処分が行

われますので十分留意してください。

平成 23年 度公募研究事業

<V 健康長寿社会実現のためのライフ・イノベー ションプ
ロジェク ト>
1 難病・がん等の疾患分野の医療の実用化研究事業
(1)難 病関係研究分野
(2)が ん関係研究分野
(3)肝 炎関係研究分野

※ 平成 22年 度までに採択された研究課題 と同一内容の研究は採択の対象とな りません。



<注意事項>

1 公募期間は、平成 23年 0月 0日 (0)か ら0月 0日 ,(0)午後 5時 30

分 (厳守)です。

2 厚生労働科学研究費補助金においては、府省共通研究開発管理システム

(以下 re―Rad」 という。)(http://wWW.e― rad.go.jp/)を 用いてのオンラ

インでのみ公募を行つています (申請時に申請書の書面提出は求めませ

ん。)(詳細は0ページ、 Iの 4のク.府省共通研究開発管理システムにつ

いてを参照)

なお、e―Radか ら応募を行う場合は、研究機関及び研究者が、e―Radに登録

されていることが必要となります。登録手続きには日数を要する場合があり

ますので、 2週間以上の余裕をもって登録手続きをするよう、十分注意して

ください。

3 補助金の応募に当たっては、「V.公募研究事業の概要等Jの <新規課題採択

方針>及び<公募研究課題>の記載内容をよく確認し、応募を行う研究内容

が行政のニーズを満たす成果を示せるものであるかどうかを十分検討の上、

研究計画書においてどのような成果を示せるのか配載してください。
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(1)応 募資格者
1)次 のア及びイに該当する者 (以 下「研究代表者」という。 )

ア  (ア )か ら (キ )に 掲げる国内の試験研究機関等に所属する研究者
(ア )厚生労働省の施設等機関 (当 該研究者が教育職、研究職、医療職 (※ 1)、 福祉
職 (※ 1)、 指定職 (※ 1)又 は任期付研究員 (※ 2)で ある場合に限る。 )

(イ )地 方公共団体の附属試験研究機関
(ウ )学校教育法に基づ く大学及び同附属試験研究機関
(工 )民 間の研究所 (民 間企業の研究部門を含む。 )
(オ )研究を主な事業 目的としている特例民法法人並びに一般社 団法人、一般財団法人、
公益社団法人及び公益財団法人 (以下 「特例民法法人等」 という。 )

(力 )研 究を主な事業 目的とする独立行政法人通則法 (平成 11年法律第 103号 )第 2
条の規定に基づき設立された独立行政法人及び特定独立行政法人

(キ )そ の他厚生労働大臣が適当と認めるもの

※ 1 病院又は研究を行 う機関に所属する者に限る。
※ 2 任期付研究員の場合、当該研究事業予定期間内に任期満了に伴 う退職等により
その責務を果たせな くなることがない場合に限る (研究分担者 を除 く。)。

イ。研究計画の組織を代表 し、研究計画の遂行 (研究成果の取 りまとめ、補助金の適正

な執行 を含む。)に 係る全ての責任を負う者であって、外国出張その他の理由により
長期 にわた りその責務を果たせな くなること又は定年等によ り退職 し試験研究機関等

を離れ ること等の見込みがない者

※ 厚生労働省本省の職員として補助金の配分先の選定に関わっていた期間か ら 1年
を経ない者は、当該者が配分に関わつた研究事業について、補助金の応募はできな

いものとする。

なお、「補助金の配分先の選定に関わ つていた」者は、以下の者 とする。
・技術総括審議官、厚生科学課長及び研究企画官

・補助金の各研究事業の評価委員会委員を務めた厚生労働省本省の職員

2)次 のア又はイに該当する法人
ア 研究又は研究に関する助成を主な事業とする特例民法法人等及び都道府県
※ 特例民法法人等及び都道府県が応募する場合にあつては、研究代表者として当該
法人に所属する研究者を登録すること。

イ.そ の他厚生労働大臣が適当と認めるもの

(2)研 究組織及び研究期間等
ア .研 究組織
研究代表者が当該研究を複数の者と共同で実施する場合の組織は、次に掲げる者

によ り構成 されるものとする。

(ア )研究代表者 (従 前の主任研究者 )
研究計画の遂行にすべての責任 を負わねばならない。

(イ )研究分担者 (従前の分担研究者)((1)1)ア に該 当 し、かつ 1)イ ※書 き



に該当 しない者に限る。 )

研究代表者 と研究項 目を分担 して研究 を実施 し、分担 した研究項 目について

実績報告書 を作成する必要がある。

また、分担 した研究項目の遂行 に必要 な経費の配分を受けた場合、その適正

な執行 に責任 を負わねばな らない。

(ウ )研 究協力者
研究代表者の研究計画の遂行に協 力す る。

なお、研究に必要な経費の配分 を受けることはできない。

また、研究協力者は実績報告書 を作成する必要はない。

イ 研究期間
厚生労働科学研究費補助金取扱規程 (平 成 10年 厚生省告示第 130号 )第 9条
第 1項の規定に基づ く交付基準額等の決定通知がなされた日以後で あつて実際に研

究を開始する日 (当 該研究を実施する年度の 4月 1日 以降)か ら当該年度の実際に
研究が終 了する日までとします。

ウ.所属機関の長の承諾
研究代表者及び研究分担者 (以下「研究代表者等」 という。)は 、当該研究に応
募することについて所属機関の長の承認 を得 て ください。なお、当該研究の実施に

係る承諾書 は補助金 を申請する時に提 出 していただ くこととな ります。

(3)対 象経費 (※ 「対象経費」の取扱いについては見直 しを予定 してお り、今後変更する場
合があ りますのでご留意 ください。 )

ア 申請できる研究経費
研究計画の遂行に必要な経費及び研究成果の取 りまとめに必要な経費。

なお、経費の算出に当たつては、「Ⅵ .補助対象経費の単価基準額一覧表」を参

考に して ください。

_直 接研究費_[三

]査[究郎

び 研 究分担者 に対す る謝 金 は支 出 で

に おいて 、研究事 業の 一 部 を他 の

― 間 接 経 費

イ.直接研究費及び委託費 (以下「研究費」という。)と して申請できない経費について
補助金は、当該研究計画を遂行する上で必要な一定の研究組織、研究用施設及び

設備等の基盤的研究条件が最低限確保されている研究機関の研究者又は特例民法法

人等を対象としているため、次のような経費は申請することはできませんので留意

してください。

(ア )建物等施設に関する経費
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ただし、補助金により購入 した設備備品を導入することにより必要となる据
え付け費及び調整費を除く。

(イ )研究を補助する者に対する月極めの給与、退職金、ボーナスに類する各種手当
(ウ )机、いす、複写機等研究機関で通常備えるべき設備備品を購入するための経費
(工 )研究実施中に発生 した事故又は災害の処理のための経費 (被験者に健康被害が
生じ補償を要する場合に当該補償を行うために必要な保険 (当 該研究計画に位置
づけられたものに限る。)の 保険料を除く。 )

(オ )そ の他研究に関連性のない経費。

ウ,外 国旅費等について    '
研究代表者等が当該研究上必要な専門家会議、情報交換及び現地調査又は国際学会
等において当該研究の研究成果の発表等を行う場合に、 1行 程につき最長 2週間 (※ )
の期間に限 り、海外渡航に必要な外国旅費及び海外で必要となる経費 (諸謝金並びに

調査研究費の各費目に限る。)が補助対象となつています。また、海外の研究者との
研究協力により、外国人研究者を招聘する場合も同様とします。ただし、補助対象と
なる外国旅費等の総額は、次のとおり上限額が設定されております。

区 分 上限額

① 交付額25,000千 円以上 5, 000千 円

② 交付額3, 000千円以上～25, 000千 円未満 交付額の 20%
③ 交付額 1,000千 円以上～3,000千 円未満 600千 円

※ 天災その他事故によ りやむを得ず 1行程が 2週間の期間を超 えた場合には、厚生
労働大臣が認めた最小行程を補助対象 とする場合がある。

※ 国際学会において当該研究の推進に資する情報収集、意見交換又 は研究成果の発
表等 を行 う際の「学会参加費」については、発表等を行 うために必要な最低限の費

用であることを確認できる場合に限 り、補助対象とする場合がある。

工、国内学会参加旅費について

研究代表者等が、当該研究の推進に資する情報収集、意見交換又は研究成果の発

表等を行うことを確認できる場合に限 り、補助対象となっています。ただし、補助

対象となる国内学会参加旅費の総額は、次のとおり上限額が設定されております。

※ 国内学会 (国 内で開催される国際学会含む。)に おいて当該研究の推進に資する
情報収集、意見交換又は研究成果の発表等を行う際の「学会参加費」については、

発表等を行うために必要な最低限の費用であることを確認できる場合に限り、補助
対象とする場合がある。

区 分 上限額

① 交付額25, 000千 円以上 2, 500千 円

② 交付額3, 000千円以上～25, 000千円未満 交付額の 10%
③ 交付額1,000千 円以上～3′ 000千円未満 300千 円

オ 備品について
価格が 50万 円以上の機械器具等の備品については、賃借が可能な場合は原貝1と



して賃借によることとされてお ります。ただ し、賃借が可能でない場合、又は購入

した場合と研究期間内で賃借 をした場合 とを比較 して、購入 した場合の方が安価な

場合等は、購入して差 し支えありません。

な お、賃借をする場合であつて も、所有権の移転 を伴 うものは認め られません。

※ 補助金で取得 した財産 (備 品等 )に ついては「厚生労働科学研究補助金によ り
取得 した財産の取扱 いについて」 (平 成 14年 6月 28日 厚科第 0628003
号厚生科学課長決定)に よ り取 り扱 つて ください。

力 賃金について
研究代表者等の研究計画 の遂行に必要な資料整理等 (経 理事務等 を行 う者を含    ・

む。 )を 行 う者を日々雇用する経費 (賃金)に ついては、補助金か ら支出 し、研究
機関において雇用することができます。

なお、直接研究費か ら支出する場合、研究機関が雇用するために必要となる経費

は、研究代表者等か ら所属する研究機関に納入 して ください。

研究代表者等が国立試験研究機関 (※ )に 所属する場合、経理事務及び研究補助
に要す る賃金職員は別途の予算手当によって各機関―括 して雇用するため、補助金

か らこれ らに係る賃金は支出できません。

※  国立試験研究機関 とは、国立医薬品食品衛生研究所、国立社会保障・人日問題
研究所、国立感染症研究所及び国立保健医療科学院をいう。

キ、間接経費について

間接経費は、補助金 を効果的 `効 率的に活用できるよう、研究の実施に伴い研究

機関において必要 となる管理等に係 る経費を、研究費等に上積み して措置するもの

であ り、補助金を受給す る研究代表者の研究環境の改善や研究機関全体の機能の向

上に資す ることを目的 としています。

平成 23年 度に新規採択 される課題に係る間接経費は、研究費の額 を問わず、30
%を限度に希望することができます。なお、研究代表者が国立試験研究機関に所属
す る場合には支給の対象外 とな ります。

(4)応募に当たつての留意事項

ア 補助金の管理及び経理について
補助金の管理及び経理の透明化並びに適正化を図るとともに、研究代表者及び経

費の配分を受ける研究分担者の研究費等の管理及び経理事務に係る負担の軽減を図

る観点から、補助金の管理及び経理事務は、研究代表者等の所属機関の長に必ず委

任 して ください。

イ.不 正経理等、及び研究不正への対応について

(ア )不 正経理等に伴う補助金の交付の制限について
研究者が補助金の不正経理又は不正受給 (偽 りその他不正の手段により補助金

を受給することをいう。)(以 下「不正経理等」という。)に より、平成 16年
度以降、補助金適正化法第 17条第 1項の規定に基づき、補助金の交付決定の全



部又は一部を取り消された場合については、次に掲げる場合に応 じ、それぞれ―

定期間、当該研究者 (不正経理等を共謀 した者を含む。)は補助金の交付の対象
外となり、研究分担者となることもできません。

なお、研究分担者が不正経理を行つた場合は、研究分担者のみが補助金の交付

対象外となります。

また、他の競争的研究資金等及び競争的研究資金等以外の補助金等 (補 助金適

正化法第 2条第 1項 に規定する「補助金等」をいう。以下「補助金等」という。 )
において不正経理等を行つた場合 (不 正経理等を共謀した場合を含む。)も 上記
に準じ、次に掲げるとおり取り扱います。

○補助金において不正経理等を行つた場合

① 不正経理により、補助金適正化法に基づき、交付決定の全部又は一部を取 り
消された場合 (②及び③に掲げる場合を除 〈。 )
→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度及び翠々年度
② 不正経理により研究以外の用途へ補助金を使用し補助金適正化法に基づき、
交付決定の全部又は一部を取 り消された場合 (③ に掲げる場合を除く。 )
→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降 2年 以上 5年 以内の間で当
該他の用途への使用の内容等を勘案して相当と認められる期間

③ 不正受給を行つた場合
→ 補助金の返還が命じられた年度の翌年度以降 5年 間

○他の競争的研究資金等において不正経理等を行つた場合
・平成 16年 度以降に他の競争的研究資金等において不正経理等を行い、補助金
適正化法に基づき当該競争的研究資金等の交付の制限を受けた場合
→ 当該競争的研究資金等の交付の制限を受けた期間と同一期間

(注 )こ こでいう「競争的研究資金等」とは、「厚生労働科学研究費補助金取扱規
程第 3条第 7項の規定による特定給付金及び補助金を交付 しないこととする期
間の取扱いについて」 (平成 18年 3月 31日 厚科第 0331002号 厚生科

学課長決定)で いう、特定給付金のことを指 します。

○競争的研究資金等以外の補助金等において不正経理等を行つた場合

① 平成 16年度以降に補助金等 (競争的研究資金等を除 (。 )に おいて、不正
経理を行い、補助金適正化法に基づき、交付決定の全部又は一部を取 り消され

た場合 (②及び③に掲げる場合を除く。 )
→ 補助金等の返還が命 じられた年度の翌年度及び翌々年度
② 不正経理により研究以外の用途へ補助金等を使用し、補助金適正化法に基づ
き、交付決定の全部又は一部を取 り消された場合 (③ に掲げる場合を除 く。 )
→ 補助金等の返還が命 じられた年度の翌年度以降 2年以上 5年 以内の間で当
該他の用途への使用の内容等を勘案して相当と認められる期間

③ 不正受給を行つた場合
→ 補助金等の返還が命 じられた年度の翌年度以降 5年 間

なお、不正経理等を行つた研究者及びそれらに共謀した研究者に関する情報に

ついては、「競争的資金の適正な執行に関する指針」 (平 成 17年 9月 9日 競争
的研究資金に関する関係府省連絡会申し合わせ。平成 19年 12月 14日 最終改



正)に 基づ き、他府省を含む他の競争的研究資金担 当課 (独 立行政法人である配
分機関を含む。以下同 じ。)に 当該不正経理等の概要 (不 正経理等 をした研究者
名、競争的研究資金名、所属機関、研究課題、交付 (予 定 )額、研究年度、不正
の内容等 )の提供を行います。また、悪質な事案についてはその概要を公表する
ことがあ ります。その結果、他の競争的研究資金担 当課が、その所管す る競争的

研究資金について、当該研究者の応募 を制限する場合があ ります。

※ 不正経理等については平成 18年 8月 31日 に総合科学技術会議で策定された
「公的研究費の不正使用等の防止 に関する取組について (共 通的な指針 )」 を踏

まえ、 「厚生労働科学研究費補助金における事務委任について (平 成 13年 7月
5日 厚科第 332号 厚生科学課長決定 )」 を平成 21年 3月 31日 付けで改正 し、
研究機関における補助金の管理及び経理に関する体制及び監査について報告を求

めることとしています。補助金の管理 ・監査体制に明 らかな問題があることが判

明 した場合は、問題が是正 され るまで、補助金支給の見合せ等の対応をとること

にな りますので、ご留意 ください。

(参考 )

「公的研究費の不正使用等の防止に関する取組について (共 通的な指針)」

(httQ1//型 wwa Cap go jp/cstp/output/iken060831 pdf)

(イ )研 究上の不正について

科学技術の研究は、事実に基づ く研究成果の積み重ねの上に成 り立つ壮大な倉1

造活動 であ り、この真理の世界に偽 りを持ち込む研究上の不正は、科学技術及び

これに関わ る者に対する信頼性 を傷つけるとともに、研究活動の停滞をもたらす

など、科学技術の発展に重大な悪影響 を及ぼすものです。そのため研究者は、所

属する機関の定める倫理綱領・行動指針、日本学術会議の示す科学者の行動規範

等を遵守 し、高い倫理性 を持 つて研究に臨むことが求め られ ます。

このため、補助金においては、研究上の不正を防止 し、それ らへの対応 を明示

するために、総合科学技術会議か らの意見具申「『研究上の不正に関す る適切な

対応について』に関する意見」 (平 成 18年 2月 28日 )を 踏まえ、「研究活動
の不正行為への対応に関する指針」 (平 成 19年 4月 19日 厚生科学課長、国立
病院課長決定 )を 策定 し、この ような不正に対して、補助金の打ち切 り及び返還、
一定期間交付の対象外 とする、申請の不採択、不正の内容及 び措置の公表、他府

省への情報提供等の対応 を行います。

※ 不正経理等及び研究上の不正の告発 について、補助金の不正経理等や研究上の
不正行為があ りま した ら、まずは不正が行われた研究活動 に係る競争的資金の配

分を受けている機関 (大学、公的研究機関等)に ご相談 〈だ さい。 これ らの機関
での ご相談が困難な場合には、「Ⅲ.照 会先一覧」に記載 されている連絡先にご
相談 くだ さい。

ウ.利 益相反 (Conflict of interest i C 0 1)の 管理について

厚生労働科学研究の公正性 、信頼性 を確保するため、厚生労働科学研究における

利益相反 (Oonfllct of interest i C o I)の 管理に関す る指針 (平 成 20年 3
月 31日 付科発第 03310ol号 厚生労働省大臣官房厚生科学課長決定 )に 基づ
き、所属機関の長は、第二者を含む利益相反委員会 (COI委 員会 )の 設置等を行
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い、厚生労働科学研究に関わる研究者の利益相反について、透明性を確保 して適切

に管理する必要があります。

平成 22年 度以降の厚生労働科学研究費補助金の交付申請書提出前にCOl委 員
会が設置されず、あるいは外部の COI委 員会への委託がなされていない場合には、
原則として、厚生労働科学研究費補助金の交付を受けることはできません。

経費の混同使用の禁止について

他の経費 (研究機関の経常的経費又は他の補助金等)に 補助金を加算 して、 1個

又は 1組の物品を購入した り、印届1物 を発注 したりすることはできません。

研究計画策定に当たつての研究倫理に関する留意点について

法律、各府省が定める以下の省令 ,倫 理指針等 を遵守 して ください。これ らの法

律・省令・指針等の遵守状況について調査を行 うことがあ りますので、予め ご了解

ください。また、これ らの法令等に違反 して研究事業を実施 した場合は、採択の取

消 し又は補助金の交付決定取消 し、返還等の処分を行 うことがあ ります。

○ ヒ トに関するクロー ン技術等の規制に関する法律 (平成 12年 法律第 146号 )

○特定胚の取扱いに関する指針 (平 成 13年 文部科学省告示第 173号 )

○ヒ トES細 胞の樹立及び分配に関す る指針 (平成 21年 文部科学省告示第 15
6号 )

○ ヒ トES細 胞の使用に関する指針 (平 成 21年 文部科学省告示第 157号 )

○ ヒ トゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針 (平 成 16年 文部科学省 。厚生
労働省・経済産業省告示第 1号 )     ・

○医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令 (平 成 9年厚生省令第 28号 )
○医療機器の臨床試験の実施の基準に関する省令 (平 成 17年厚生労働省令第 3
6号 )

○手術等で摘出されたヒ ト組織 を用いた研究開発の在 り方について (平成 10年
厚生科学審議会答申 )

○疫学研究に関する倫理指針 (平 成 19年文部科学省・厚生労働省告示第 1号 )
○遺伝子治療臨床研究に関する指針 (平 成 16年文部科学省・厚生労働省告示
第 2号 )
○臨床研究に関する倫理指針 (平 成 20年 厚生労働省告示第 415号 )

○ ヒ ト幹細胞を用いる臨床研究に関する倫理指針 (平 成 18年 厚生労働省告示第
425号 )

○研究機関等における動物実験等の実施に関す る基本指針 (平 成 18年文部科学
省告示第 フ¬号)、 厚生労働省の所管す る実施機関における動物実験等の実施

に関する基本指針 (平 成 18年 6月 1日 付厚生労働省大臣官房厚生科学課長通
知)又 は農林水産省の所管する研究機関等における動物実験等の実施に関する
基本指針 (平 成 18年 6月 1日 付農林水産省農林水産技術会議事務局長通知 )

臨床研究登録制度への登録について

介入を行 う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には、 「臨床

研究に関する倫理指針」に基づき、当該臨床研究を開始す るまでに以下の三つの う

ちいずれかの臨床研究登録 システムに登録を行 つて ください。また、事業実績報告

書の提出時に、登録の有無を記載 した報告書 (様式 自由)の 添付が必要です。なお、
登録 された内容が、実施 している研究の内容 と岨館がないか どうかについて調査 を

行 うことがあ りますのであ らか じめご了解 〈ださい。

カ



○大学病院医療情報ネットワーク (UMIN)「 臨床試験登録システム」
http://www umin.ac.jp/ctr/index― j.htm

O(財 )日 本医薬情報センター (JAPIC)「 臨床試験情報」
http://www.cllnicaltrials jp/user/cte_main.jsp

O(社 )日 本医師会治験促進センター「臨床試験登録システム」
https://dbcentre2.jmacct.med.or.」 p/ctrialr/

キ 補助金の応募に当たつての留意点について
補助金の応募に当たつては、「V.公 募研究事業の概要等」の <新規課題採択方    ‐

針>及 び<公募研究課題 >の記載内容をよく確認 し、応募を行う研究内容が行政の
ニーズを満たす成果を示せるものであるかどうかを十分検討の上、研究計画書にお   ・

いてどのような成果を示せるのか記載 して ください。

ク 府省共通研究開発管理システムについて
厚生労働科学研究費補助金においては、競争的資金制度を中心として研究開発管

理に係る一連のプロセスをオンライン化した府省共通研究開発管理システム (以 下

「e― Rad」 という。)を 用いて公募を行います。 (申 請時に申請書の書面提出は求
めません。 )

(ア )シ ステムの使用に当たつての留意事項
操作方法に関するマニュアルは、最新のものをe― Radの ポータルサイ ト (http:

//www e― rad go.jp/)か ら参照またはダウンロー ドすることができます。システ
ム利用規約に同意の上、応募してください。

○システムの利用可能時間帯

(月 ～金) 午前 6:00か ら翌午前 2:00ま で
(土 、日) 正午から翌午前 2:00ま で
なお、祝祭日であっても上記の時間帯は利用可能です。ただし、上記利用可能

時間内であつても緊急のメンテナンス等により、システムの運用停止を行 うこと

があります。運用停止を行う場合は、ポータルサイ トにて予めお知らせ します。

○研究機関の登録

研究者が研究機関を経由して応募する場合、所属する研究機関は応募時までに

登録されていることが必要となります。

研究機関の登録方法については、ポータルサイ トを参照してください。登録手

続きに日数を要する場合がありますので、 2週 間以上の余裕をもつて登録手続き    
´

をするよう十分注意 してください。

なお、一度登録が完了すれば、他制度・事業の応募の際に再度登録する必要は    
‐

ありません。また、他制度・事業で登録済みの場合は再度登録する必要はありま

せん。

ここで登録された研究機関を所属研究機関と称 します。

○研究者情報の登録

研究課題に応募する研究代表者及び研究に参画する研究分担者は研究者情報を

登録し、システム ログイン ID、 パスワー ドを取得することが必要とな ります。

所属研究機関に所属 している研究者の情報は所属研究機関が登録 します。所属研

10



究機関に所属 していない研究者の情報は、e―Rad運 用担当で登録 します。必要な

手続きはポータルサイ トを参照 してください。

※  なお、文部科学省の科学研究費補助金制度で登録 されている研究者情報は、
既に このシステムに登録 されています。

○個人情報の取扱い

応募書類等に含まれる個人情報は、不合理な重複や過度の集中の排除のため、

他府省・独立行政法人を含む他の研究資金制度・事業の業務においても必要な範

囲で利用 (データの電算処理及び管理 を外部の民間企業に委託 して行わせ るため

の個人情報の提供を含 む。)す る他、 e―Radを 経由し、内閣府の「政府研究開発
デー タベース」へ提供 します。

(イ )シ ステム上で提出するに当たつての注意
e―Radを 利用 して応募書類等を作成・提出する際、以下の事項に留意 して くだ

さい。なお、締切間際は大変混み合い、一時的に応答が遅 くなる場合があ ります。

また、応募書類等の作成方法に問題があると、アップロー ドが ぅま くいかない

場合 もあります。システムの混雑や、提案書の修正にかかる時間帯 を考慮の上、

余裕 を持 つて提出 して ください。

詳細 は、ポー タルサイ トの「お知 らせ」において「提案書 (応 募情報 )提 出に
当た つての注意事項」 (http://www.e― rad.go.」 p/kenkyu/doc/teiansho20090724

html)を 必ず確認 して 〈ださい。

○応募書類等作成時の注意点

応募書類の提 出前に、以下の点に問題がないことを確認 してか らe― Rad上 で提

出 して ください。

・ e― Radの 推奨動作環境を満た していること。
・応募書類等には、別のアプリケー ション (CDAや スキャナ、PostScriptや DTP

ソフ ト等)で 作成 した図を貼 つていないこと。
・「GIF」 「BMP」 「JPEG」 及び 「PNG」 以外の画像を貼つていないこと。
・応募書類等のファイルサイズは 3 Mbyte以 下であること。

問題がある場合は、e―Rad上 で提出 しようとしても、登録 されない (正 常にPDF

ファイルに変換 されない)場合があ りますので、ご注意 ください。

※ 添付様式等応募書類に添付する書類がある場合は、当省ホームページか ら.研
究計画書 (Wordフ ァイル)を ダウンロー ドし、必要事項 を記載 したものの
当該

フアイルの末尾 (「 17.補 助金等に係る予算の執行の適正化 に関する法律
(昭 和 30年 法律第 179号 )第 18条第 1項の規定によ り補助金等の返還
を命 じられた過去の事業」欄の後)に 貼付 して提出 (ア ップロー ド)す るか
(な お、ダウンロー ドしたファイルを一太郎 ファイルに変換 して研究計画書

を作成 しても差 し支えありません。 )、 あるいは、お手持 ちの PDF変 換ア
プリケーシ ョン (PDFフ ァイルヘの変換は、WindowsttAdobeAcrobat5/6/7/8/9

を使用することを推奨 します。)を 利用 して、あらか じめ研究計画書を PD
Fフ ァイルに変換 してファイルを一つに結合する等によリーつの PDFフ ァ
イルを作成 して、 e―Rad上 で提 出 して ください。



O提 出の完了について
応募に当たつては機関承認 を必要 としています。下記の公募期間日時に達する  _
までに、研究機関の事務代表者による「承認」が完了 している必要があ ります。

承認の完了は、「機関承認完了」画面が表示された ことをもつて完了とな ります。

なお、配分機関へ提出するまでは内容 を修正す ることが可能です。配分機関ヘ

提出 した時点で修正することができません。

O提 出後の処理状況の確認について
応募書類等の提 出に当たつては、 e― Radの 利用規約第 4条第 3項及び第 4項 に

あるとお り、必ず処理状況の確認を行つて ください。なお、公募期間終了日まで    
・

「配分機関受付中」にな らなか った場合は、所属研究機関又はヘルプデスクに至

急連絡 して 〈ださい。

(ウ )シ ステムの操作方法に関す る問い合わせ先
システムの操作方法に関す る問い合わせは、ヘルプデスクにて受け付けます。

ポー タルサイ トをよ く確認の上、問い合わせて くだ さい。なお、公募要項の内容、

審査状況、採否に関する問い合わせには一切回答で きません。

○ヘルプデスク

0120-066-877(フ リー ダイヤル )

(受付時間帯)午前 9130か ら午後 5:30ま で
※土曜 日、日曜日、国民の祝 日および年末年始 (12月 29日 ～ 1月 3日 )を 除 (。

(5)公 募期間 平成 23年 ○月○日 (○ )～ ○月○ 日 (○ )午 後 5時 30分 (厳守 )

※ l e―Rad上 の応募が可能なのは、 e―Radの 利用可能時間帯のみですので

ご注意 ください。なお、公募期間最終 日 (○ 月○日 (○ ))は 午後 5
時 30分 で終了とな りますので、十分 ご注意 〈ださい。

※ 2 提出書類の受理確認 は、「受付状況一覧画面」か ら行 うことができ
ますが、提出締切 日までに受付状況が 「配分機関受付中」となつてい

ない場合は無効とな りますので十分 ご注意 ください。

(6)提 出書類  補助金に応募す る研究代表者は、 e― Radを 用いて、研究計画書 (様 式 A
(1))を 提出 して くだ さい

(7)そ の他

ア、研究の成果及びその公表

研究の成果は、研究者等に帰属 します。ただし、補助金による研究事業の成果に

よつて、相当の収益を得たと認められる場合には、交付した補助金の全部又は一部

に相当する金額を国庫に納付してもらうことがあります。

なお、補助金による研究事業の報告書等は公開とな ります。

また、研究事業の結果又はその経過の全部若しくは一部について、新聞、書籍、
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雑誌等において発表を行う場合は、補助金による事業の成果である旨を明らかにし
てください。

※ 研究により得られた成果は研究の成果を継続的に追跡して評価するため、「行政
効果報告 (助成研究成果追跡資料)WEB登 録 (http://mhlw― grants niph.go.jp/
idshinsel/)」 に必ず登録してください。

国民との双方向コ ミュニケーション活動について

科学技術の優れた成果を絶え間な く倉1出 し、我が国の科学技術をよリー層発展 さ

せるためには、科学技術の成果を国民に還元す るとともに、国民の理解 と支持 を得

て、共に科学技術 を推進 してい く姿勢が不可欠であるとの観点か ら、研究活動の内

容や成果を社会・国民に対 して分か りやす く説明す る双方向コミュニケー ション活

動が求め られています。 (下記参考を参照。 )

特に、 1件 当た り年間 3千万円以上の公的研究費 (競争的資金又はプロジェク ト
研究資金)の 配分 を受ける研究者等においては、本活動に積極的に取 り組むよ うお
願い します。

なお、厚生労働科学研究費補助金においては、今後、国民との双方向コ ミュニケ

ーション活動の実施の実績 を中間 ,事 後評価の評価項目に盛 り込む ことを検討 して
います。

【双方向コミュニケーション活動例】 (下記参考より抜粋) 
・

① 小・中・高等学校の理科授業での特別授業
② 地域の科学講座・市民講座での研究成果の講演

③ 大学・研究機関の一般公開での研究成果の講演

④ 一般市民を対象としたシンポジウム、博覧会、展示場での研究成果の講演・

説明

⑤ インターネット上での研究成果の継続的な発信

(参 考 )

「国民との科学・技術対話」の推進について (基本的取組方針 )

(Litp:∠ /Www8.cao go」 p/cstp/outpJt/2o10061 9taiwa.pdf)

健康危険情報について

厚生労働省においては、平成 9年 1月 に「厚生労働健康危機管理基本指針」を策
定し、健康危機管理の体制を整備 しており、この一環として、国民の生命、健康に

重大な影響を及ぼす情報 (以下「健康危険情報」という。)に ついては、補助金に
より研究を行う研究者からも広く情報収集を図ることとしておりますので、その趣

旨をご理解の上、研究の過程で健康危険情報を得た場合には、厚生労働省への通報

をお願いします。

なお、提供いただいた健康危険情報については、厚生労働省において他の情報も

併せて評価 した上で必要な対応を検討するものであり、情報提供に伴う責任が研究

者に生じるものではありませんので、幅広く提供いただ〈ようお願いします。

政府研究開発データベース入力のための情報

補助金により行 う研究については、府省横断的なデータベースでぁる政府研究開

発データベース (内 閣府総合科学技術会議事務局)へ の入力対象となります。以下
の情報については、e―Radを 通 じて、政府研究開発データベースに提供されます。

オ



(ア )研究者番号 (8桁 )
e― Radに より研究者に一意に付与される研究者固有の番号 (8桁 )を 「研究者
番号」と呼びます。本システムで、対象とする制度・事業について、研究課題名、

研究者名、研究期間、配分額等の基本情報を取り扱うに当たつて、研究者に対して

「研究者番号」を発行し研究者の一意性を確保 します。

※ 従来の「研究者 ID」 とは異な りますのでご留意 ください。

(イ )エ フォー ト

研究代表者等は、研究者が当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時

間 (正規の勤務時間以外の勤務時間を含む。)に 占める割合を百分率で表した数
値 (1未 満の端数があるときは、これを四捨五入 して得た数値)(い わゆるエフ
ォー ト)を 記入してください。
また、このエフォー トについては、各研究者が当該研究について何%ずつ分担
するのかを問うものではありませんので、誤解のないようお願いします。

(ウ )研究分野
主たる研究分野を「重点研究分野 コー ド表」よ り選び、研究区分番号、重点研

究分野、研究区分を記入するとともに、関連する研究分野 (最 大三つ)に ついて
も同様に記入願います。

(工 )研 究キーワー ド

当該研究の内容に即した、研究キーワー ドについて、「研究キーワー ド候補 リ

ス ト」より選び、コー ド番号、研究キーワー ドを記入願います。 (最大五つ)

該当するものがない場合、 30字 以内で独自のキーワー ドを記入してください。

(オ )研究開発の性格
当該研究について、基礎研究、応用研究、開発研究のいずれに当たるかを記入

願います。

力 競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除について

(ア )補 助金の応募の際には、厚生労働省か ら交付される研究資金 (特例民法法人等か
ら配分されるものを含む。)、 他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研

究資金及び特例民法法人等から交付される研究資金等の応募・受入状況 (研究事業

名、研究課題名、実施期間、補助要求額、エフォー ト等)を 研究計画書に記載 して
いただきます。なお、計画書に事実 と異なる記載をした場合は、研究課題の採択の

取 り消 し又は補助金の交付決定取り消 し、返還等の処分を行うことがあります。

(イ )課 題採択に当たつては、「競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中の排除
等に関する指針」 (競争的研究資金に関する関係府省連絡会申し合わせ)に 基づき、
e― Radを 活用 し、不合理な重複及び過度の集中の排除を行うために必要な範囲内で、

応募内容の一部に関する情報を関係府省 (独立行政法人等である配分機関を含む。 )

間で共有 し、競争的研究資金の不合理な重複及び過度の集中が認められた場合には、

研究課題を採択 しない場合等があります。

なお、このような課題の存在の有無を確認する目的で、課題採択前に、必要な範
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囲内で、採択予定課題及び研究計画書の内容の一部 (競争的研究資金名、研究者名、

所属機関、研究課題、研究概要、計画経費等)に ついて他府省を含む他の競争的研
究資金担当課に情報提供する場合があります。

(ウ )他府省の競争的研究資金及び独立行政法人から交付される競争的研究資金で、
補助金と同一内容の研究課題が採択された場合は、速やかに「Ⅲ 照会先一覧」に
記載された担当課へ報告 し、いずれかの研究を辞退してください。また、特例民法

法人等から交付される研究資金等で同一内容の研究課題が採択された場合は、速や

かに「Ⅲ 照会先一覧」に記載された担当課へ報告 し、指示に従つてください。
なお、これ らの手続きをせず、同一内容の研究課題の採択が明らかになった場合

は、補助金の採択の取消し、また、交付決定後においては、補助金の返還等を求め

ることがあります。

キ.採択の取消 し等
研究課題採択後において、厚生労働省が指示する補助金の交付申請書や事業実績報
告書等の提出期限を守らない場合は、採択の取消し、また、交付決定後においては、

補助金の返還等を求めることがありますので十分留意 してください。

ク.個人情報の取扱い
補助金に係る研究計画書又は交付申請書等に含まれる個人情報は、補助金の業務
のために利用及び提供されます。また、採択された個々の課題に関する情報 (制度

名、研究課題名、研究者名、所属研究機関名、予算額及び実施期間)は 、「行政機
関の保有する情報の公開に関する法律」 (平 成 11年法律第 42号 )第 5条第 1号
イに定める「公にすることが予定されている情報」とする他、マクロ分析に必要な

情報は「政府研究開発データベース」への入力のため内閣府に提供され、分析結果

が公表される場合があります。また、上記オに基づく情報提供が行われる場合があ

ります。

なお、採択課題名等 (研 究代表者名を含む。)及 び研究報告書 (概要版を含む。 )
については、印届1物 、厚生労働省ホームページ (厚生労働科学研究成果データベー

ス)に より公開されます。

ケ  リサーチツール特許の使用の円滑化について
リサーチツール特許については、「ライフサイエンス分野におけるリサーチツー

ル特許の使用の円滑化に関する指針」 (平成 19年 3月 1日 総合科学技術会議)に
基づき、適切に取 り扱 うよう努めて ください。

コ 歳出予算の繰越 しについて
交付決定時には予想 し得なかつたやむを得ない事由に基づき年度内に補助事業が

完了しない見込みのあるものについては、補助金を翌年度に繰越 して執行すること

ができる場合があ ります。

詳細は、 「厚生労働科学研究費補助金に係 る歳出予算の繰越 しの取扱いについて」

(平 成 16年 1月 29日 科発第 0129002号 厚生科学課長決定)(http:〃 www
mhlw go.」 p/bunya/kenkyuujigyou/toriatuka105/pdf/01 pdf)を 参照してください。



この公募に関 して疑間点等が生 じた場合には、次表に示す連絡先に照会 して くだ さい。

分区 連絡先 (厚 生労働省代表 03-5253-1111)

健康長寿社会実現のためのラ

ベー シ ョンプロジェク ト

)難病関係研究分野

(2)が ん関係研究分野

ノ

　

　

ー

ー

イ

　

　

＜

(3)肝 炎関係研究分野

健康局疾病対策課 (内 線 2355)

健康局総務課がん対策推進室 (内線 4604)

健康局疾病対策課肝炎対策推進室 (内 線 2949)

Ⅲ.照 会先―覧

Ⅳ.

研究課題の評価は、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」 (平 成 22年 11月
11日 厚生労働省大臣官房厚生科学課長通知 )(※ 1)に 基づき、新規申請課題の採択の可
否等について審査す る「事前評価」、研究継続の可否等を審査する「中間評価」 (※ 2)、

研究終 了後の研究成果を審査す る「事後評価」の三つの過程に分けられ ます。必要に応 じて

研究終 了後 3年 を経過 した後、施策への活用状況等 を審査する追跡評価 を行います。
「事前評価」においては、提 出された研究計画書に基づき外部専門家によ り構成 され る事

前評価 委員会において、下記の 「専門的・学術的観点」、「行政的観点」及び 「効果効率的

な運営 の確保の観点」か らの総合的な評価 (研究内容の倫理性等総合的に勘案すべ き事項に

ついて も評定事項に加えます。 )を 経たのち、研究課題が決定され、その結果に基づき補助
金が交付されます。 (な お、公募研究課題によっては、必要に応 じ申請者に対 して申請課題

に対す る研究の背景、目的、構想、研究体制、展望等 についての ヒア リングや施設の訪間調

査を実施 し、評価を行います。 )

研究課題決定後は、速やかに申請者へ文書で通知 します。

また 、採択 された課題等については、印刷物のほか厚生労働省ホームペー ジ等によ り公表

します 。

※ 1 平成 22年 11月 11日 に改定 され て お り、今 回の 公募 で は 、 改 定 後 の
指 針 が適 用 され ます 。

※ 2 研究期間が複数年度で採択 された研究課題であつても、中間評価によ り中途で終
了す ることがあります。

○ 事前評価の評価事項

(1)専 門的・学術的観点か らの評価に当た り考慮すべ き事項

儒
脚
郵
酢
の■
題
押
藤
力
九
研



ア.研究の厚生労働科学分野における重要性
・厚生労働科学分野に対 して有用と考え られる研究であるか

イ.研究の厚生労働科学分野における発展性
・研究成果が厚生労働科学分野の振興 。発展に役立つか

'臨床研究の場合は、いわゆる臨床研究登録がなされる予定か    ,
ウ.研究の独創性・新規性
。研究内容が独創性 。新規性 を有 しているか

工.研究目標の実現性・即効性
・研究機関の各年度毎の 目標が明確か

'実現可能な研究であるか

オ.研究者の資質、施設の能力
・研究業績や研究者の構成、施設の設備等の観点か ら、遂行可能な研究であるか

'臨床研究の場合は、疫学・生物統計学の専門家が関与 しているか

(2)行 政的観点か らの評価に当た り考慮すべき事項

ア.政策等への活用 (公 的研究 としての意義 )
・施策への直接反映の可能性 あるいは、政策形成の過程などにおける参考 として間接

的に活用 され る可能性

・間接的な波及効果などが期待できるか

'こ れ ら政策等への活用がわか りやす 〈具体的かつ明確に示されているか

'社会的・経済的効果が高い研究であるか

イ 行政的緊急性

(3)効 率的 ,効 果的な運営の確保の観点か らの評価に当たり考慮すべき事項

効率性が確保 されない場合、研究計画の見直 しを条件 とす る。

・研究が効果的・効率的に実施 (計画)さ れているか
・他の民間研究などにより代替えできるものではないか

・研究の実施 に当た り、他の公的研究・民間研究などとの連携や活用が十分に図 られ

ているか (他 の公的研究・民間研究や過去の成果などの活用、共同研究 とすること

などによる研究効率や効果の向上の余地がないか )

○ 中間評価の評価事項

(1)専 門的・学術的観点か らの評価に当た り考慮すべき事項

ア.研究計画の達成度 (成 果 )
・当初の計画 どお り研究が進行 しているか

イ 今後の研究計画の妥当性 ,効率性
・今後研究を進めてい く上で問題点はないか
。問題点があ る場合には、研究内容等の変更が必要か

'その際には どのように変更又は修正すべ きか

ウ.研 究継続能力
・研究者の構 成、研究者の能力や施設の設備か らみて研究を継続 し、所期の 目的を達



成す ることが可能か

・研究者の構成に変更が必要な場合は、どのように変更すべ きか

(2)行 政的観点か らの評価に当た り考慮すべき事項

評価時点での政策等への活用 (公 的研究 としての意義 )

・施策への直接反映の可能性、あるいは、政策形成の過程な どにおける参考 として間

接的に活用される可能性

・間接的な波及効果な どが期待できるか

・ これ ら政策等への活用がわか りやす く具体的かつ明確に示 され ているか

・社会的 。経済的効果が高 い研究であるか

(3)効 率的・効果的な運営の確保の観点か らの評価に当た り考慮すべ き事項

効率性が確保 されない場合、研究の中止 や研究計画の見直 しを条件 とする。

・研究が効果的・効率的に実施 (計 画 )さ れているか
・他の民間研究などによ り代替えで きるものではないか

'研 究の実施に当た り、他の公約 研究・民間研究などとの連携や活用が十分に図られ

ているか (他 の公的研究・民間研究や過去の成果などの活用、共同研究とすること

な どによる研究効率や効果の向上の余地がないか )

○ 事後評価の評価事項

(1)専 門的・学術的観点か らの評価に当た り考慮すべき事項

ア 研究 目的の達成度 (成 果 )
・所要の 目的を達成 したか

・所要の 目的を達成できなか つた場合は、どこに問題があつたか

イ 研究成果の学術的・国際的・社会 的意義
・研究成果の学術的・国際的・社会的意義がどの程度あるか

ウ 研究成果の発展性
・研究成果の今後の研究への発展性があるか

工 研究内容の効率性
・研究が効率的に実施 されたか

(2)行 政的観点か らの評価に当た り考慮すべき事項

研究成果の政策等への活用 (公 的研究 としての意義 )

'施策への直接反映の可能性、あ るいは、政策形成の過程な どにおける参考として間

接的に活用される可能性

`間接的な波及効果などが期待で きるか
,こ れ ら政策等への活用がわか りやす く具体的かつ明確に示 されているか
。社会的・経済的効果が高い研究であるか

(3)効 率的・効果的な運営の確保の観点か らの評価に当た り考慮すべ き事項
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効率性が確保されない場合、研究の中止や研究計画の見直しを条件とする。
・研究が効果的・効率的に実施されたか

(4)国 民へのわかりやすい説明・普及の努力の観点からの評価に当たり考慮すべき事項

・研究の成果や意義が、国民にわか りやす く説明されているか

'研究成果を普及 (社 会還元)等 させるために、研究者 (機 関・法人)が十分に取 り
組んでい くこととしているか

・評価の際には、専門学術雑誌への発表並びに学会での講演及び発表など研究成果の

公表状況や特許の出願及び取得状況について考慮する。



Vi

<補助金のうち本公募要項において公募を行う研究類型について>
厚生科学審議会科学技術部会に設置した「今後の中長期的な厚生労働科学研究の在り方に関

する専門委員会」の中間報告書 (http://wwW.mhlw.go.jp/shlngi/2005/04/s0421-4.html)に

基づき、平成18年 度から本補助金を 5つ の研究類型 (「一般公募型」、「指定型」、「戦略

型」、「プロジェク ト提案型」及び「若手育成型」)に 整理 しました。
本公募要項では、そのうち一般公募による競争的枠組みである「一般公募型」についてのみ

募集を行います。

<各研究事業の概要及び新規課題採択方針等 >
1.難 病・がん等の疾患分野の 医療の実用化研究事業
(1)難 病関係研究分野
<事 業概要 >
希 少難治性疾患の迅 速 な原 因究明及び治療法開発 に関す る研究

希 少難治性疾患の原 因の 多 くは遺伝子異常 に関連す る疾病で あることが明 らかにな つて

い るものの、これ まで網羅 的 に遺伝子解析 を行 い、原因遺伝子 を同定す る ことは困難 であ

つた 。近年、次世代遺伝子解析装 置の技術進 歩に よ り、極 めて迅 速 に遺伝子解 析 を行 うこ

とが 可能 となつた ことか ら、集 中的に希少難 治性疾 患患者の全遺伝子 を極 めて短期間に解

析 し、早期に原因解 明及 び新 たな治療法の開発 に繋 が る研究成果 を得 る事 を 目的 とす る。

当研究においては、疾患群 毎 に集 中的に遺伝子解析 を実施 し、原因究明 を 目指す研究班

(拠 点研究班)及 び遺伝子解 析 については拠 点研究班の次世代遺伝子解析装置 を共同利用
して様 々な希少難治性疾 患の原 因究明 を目指す研究班 (一 般研究班 )に よ る共 同 プロジ ェ
ク トと して実施す る。

当研究 を推進す る ことによ り、他の難治性疾患克服研究事業の研究班 と有機 的な連携 を

図 りつつ、希少難治性疾患の病 態解 明及び新 たな治療法の開発 が促進 され 、希 少難治性疾

患 患者の 医療水準の 向上 を図 る とともに、健 康長寿社会の実現 につなが る ことを目指 して

い る。

なお、当研究は「希 少性 (お おむね 5万 人未満 )・ 原因不明・効果的な治療方 法未確立・

生 活 面への長期にわ た る支障」 とい う4要 素 を満たす 「難治性疾患克服研究事 業」の対象疾

患 を対象 とするもの であ り、研 究費の効率的活用の観 点か ら、 「がん」 「生活 習慣病」

「進 行性筋ジス トロフ ィー 」 「精 神疾患」な ど、他の研究事業 において組織 的 な研究の対

象 とな つているもの は対象 と しない。

<新規課題採択方針 >
これまでの難治性疾患克服研究事業の研究成果などを有効に活用できる体制 、次世代遺伝子解

析 を実施する場合には、解析結果 を十分に分析 (イ ンフォマティクス)す ることも含めた研究体
制、及び未だ治療法の確立 していない希少難治性疾患の治療法開発に繋がることが期待 される課

題 を重視する。

また、 3年 間の研究期間で具体的な研究成果を得 ることが期待されることか ら、よ り具体的な

研究計画であり、研究の実行可能性 を重視 して採択す る。
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<公募研究課題 >
研究費の規模 :1課題当た り
(ア )200,000千 円 (1疾患群、
(イ )50,000千 円～100,000千 円

研究期間 :3年 間
採択予定課題数 :(ア )5ヶ 所

1年 当た りの研究費 )

(1研究班、 1年 当た りの研究費 )

(イ )10ヶ 所

※研究の規模及び研究課題の評価結果によって、採択時に研究費及び採択課題数の変動があ り得

る

(ア )疾 患群 毎 の集 中的な遺伝子解析及 び原因究明に関す る研究 (拠 点研究 )
5疾患群 (神経系、遺伝性、循環器系、内科系、小児科系)に 対 して、集 中的に遺伝子
解析 を実 施 し、原因遺伝子 の解明 を行 う研究 である こと。なお、拠 点研究班 にお いては、

遺伝子の解析 や分析 な ど、研究施設の総 力を挙 げて支援 しなけれ ばな らない課題 である

ことか ら、研究組織の責任の下、研究支援体制が確保 され ることを重視 す る。具体 的に

は、拠点研究班 においては、一般研究班 と連携 して、遺伝子解析 を担 うこととな ること

か ら、拠 点研究班における次世代遺伝子解析装置の整備状況及び解析結 果の分析 (イ ン

フオマテ ィクス)体 制が十分にある (又 は見込み )が あること。なお、当研究 を進 め る
にあた り、次世代遺伝子解析装置 を追加 で設置す る必要がある場 合 には、 リー スによる

整備計画 も研究計画書 に明記す る こと。更 に、採択後 には拠点研 究班間で共通 の遺伝子

解析 プロ トコル を作成す ること及び一般研究班の研究支援 を行 うことが 求め られ る こと

か ら、その 点 も含めて研究体制 を考慮 す る こと。

なお、次世 代遺伝子解析装置の整備状況等 を確認す るため、必要 に応 じて ヒア リング

又はサイ トビジッ トによる評価 もあ り得 る こと。

(イ )拠 点研究の次世代遺伝子解析装置 を共 同利用 した様 々な希少難 治性疾患の原因究明
に関す る研究 (一 般研究 )

5疾 患群 及びその他の希少難 治性疾患 に対 して、 これ までの難 治性疾患克服研究事業
で蓄積 され て きた臨床デー タを有効 活 用 し、拠 点研究班 と連携 して原 因遺伝子 を同定 し、

新たな治療法 の開発に繋が る研究であ る こと。

なお、当研究においては、既に整備 されている遺伝子解析装置を用いる場合を除き、新たに

遺伝子解析装置を整備するための費用は含まれない。

<研究計画書 を作成する際の留意点>
ア 拠点研究 においては、研究組織の責任 に よる研究支援体制、次世代遺伝子解析装置の
整備状況及 び解析結果の分析 (イ ンフォマテ ィクス )体 制 について、別紙様式によ り具体
的に記載 す る こと。

イ  「 9 期 待 され る成果 」 に 、臨床現 場及び国民・患者 に対 して、当研究事業に よる成
果が どの よ うに還元 され ることが期待 され るのか具体的に明記す ること。

ウ  「 10.研 究計 画 ・方法 」 に 、年 度 ごとの計 画 及 び達 成 目標 を記 載 し、研 究 全体
の 具体 的な ロー ドマ ップを示 した資料 を添付 す る こと (様 式 自 由 )。 なお 、研 究 課題
の 採択 に当 た って は、 これ らの記 載 事 項 を重視 す る と ともに、 中間評 価 及 び事 後 評 価

に おいて は 、 研 究 計画 の達 成度 を厳格 に評 価 す る。その 達 成度 (未 達 成の場 合 に はそ
の 理 由、計 画 の練 り直 し案 )如 何 に よ って は 、研 究の 継 続が不 可 とな る場 合 も あ り得
る ことに留 意 す る こと。



工  「 12.申 請者の研究歴等」 について、よ り詳細 に把握 す るため、以下の (ア )及 び
(イ )の 項 目に該 当す る論文 (全 文 )の 写 しを添付 した研究計画書 を提出す る こと。
(ア )申 請す る課題 に係 る分野に特 に関連するもの。

(イ )申 請者 が第一著者、若 しくは主 となる役害Jを 担 つた もの。

オ 法律 、各府省が定 める省令・倫理指針等 を連守 し、適切 に研究 を実施す ること。
力 特 に、研究計画 において、妥 当な プロ トコールが作成 され 、臨床研究倫 理指針等
(Ⅱ 応募 に関する諸条件等 (4)応 募 に当た つての留意事項オ .研 究計画策 定に当た
つての研究倫理に関す る留意点参 照 。 )に 規定す る倫理審査 委員会の承認 が得 られて
いる (又 はその見込み である)こ と。各倫理指針等に基づき、あ らか じめ、研究の内
容 、費用及 び補償の有無等 について患者又は家族 に説 明又は情報公開等 し、必要 に応

じて文書等 によ り同意 を得ている こと。また、モニタ リング・監査・デー タマネ ジメ

ン ト等 を含 めた研究体制や、安全性及び倫理的妥 当性 を確保す る体制について添付 し

提 出す る こと。

(2)がん関係研究分野
<事業概要 >
がんは我が国の死亡原因の第 1位であり、国民の生命及び健康にとつて重大な問題になつてい

る。このため、がん研究については、昭和 59年 にがん対策関係閣僚会議により「対がん 10カ
年総合戦略」が策定され、以来、 10年 ごとに 10か年戦略を改訂 し、これまで厚生労働省、文
部科学省、経済産業省が中心となって、がんの病態解明から臨床への応用に至るまで取 り組んで

きた。「第 3次対がん 10か 年総合戦略」 (*1)が がんの罹患率と死亡率の激減を目指 して策定さ
れたことを受け、平成 16年度から厚生労働省では第 3次対がん総合戦略研究事業を推進 してき
た。また、平成 18年 6月 に「がん対策基本法」 (*2)が成立 し、その基本理念で「がんの克服を
目指し、がんに関する専門的、学際的又は総合的な研究を推進するとともに、がんの予防、診断、

治療等に係る技術の向上その他の研究等の成果を普及 し、活用し、及び発展させること」が求め

られていることからゃ更なるがん研究の推進に取り組んでいる。

本研究事業は、平成22年 7月 に総合科学技術会議でまとめられた「平成23年 度科学・技術重要施

策アクション・プラン」 (*3)の ライフ・イノベーション・施策パッケージとして「早期診断・治

療を可能とする技術、医薬品、機器の開発」において、特に死亡者が多く、 5年 生存率が低 く、
早期診断が困難ながんについて、効率的に研究を推進することが掲げられたことを受け、第3次対

がん総合戦略研究事業での実績を踏まえ、「健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーション

プロジェク ト」 (*4)の 一貫として、新規に取 り組む事業である。

また、内閣官房医療イノベーション推進室より示された、本事業に対する「公募課題の設定に

関する基本的な考え方について」に基づき、研究体制の整備等に努め、実用化に向けた研究を推

進する。

本研究事業では、これ らに資する一般公募型の研究を、「領域 1 革新的早期診断・治療法の
開発に関する研究」及び「領域 2 日本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発に関
する研究」の 2領 域について重点的に推進 していく。

(*1)第 3次対がん10か 年総合戦略
http://www.mhlw.go jp/hOudou/2003/07/h0725-3.html

(*2)がん対策基本法
http://www mhlw.go.」 p/bunya/kenkou/gan03/pdf/1-2.pdf

(*3)第 91回 総合科学技術会議 ,会議資料 (平成22年 7月 16日 )
http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100708ap pdf

(*4)健康長寿社会実現のためのライフ・イノベーションプロジェク ト
http://www mhlw.go」 p/topics/2011/01/dl/tp0119-1_13 pdf



<新規課題採択方針>
【一般公募型】

(領域 1)革新的早期診断・治療法の開発に関する研究
領域 1に おいては、バイォマーカーを用いた新規性の高い画像診断方法の開発や、主に難治性
固形がんを対象としたがん幹細胞を標的とした革新的な治療技術の開発等、中長期的視野に立っ

た戦略的計画に基づくとともに、実用化へ向けたロー ドマップを明確に持つた研究を重点的に推
進する。なお、本領域は文部科学省の「次世代がん研究戦略推進プロジェク ト」ゃ経済産業省の
「がん超早期診断・治療機器総合研究開発プロジェク ト」と公募課題の設定および採択審査等に

おいて連携 しており、課題の重複申請は認められない。

(領域 2)日 本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発に関する研究
領域 2に おいては、主に難治性がんを中心とした日本発のがんペプチ ドヮクチンの創薬を目的
とした臨床研究について重点的に推進する。但し、本領域における臨床研究は、日本の研究機関
・企業等が知財を有し、臨床試験を開始するために合理的に必要と認められる前臨床段階のデー
タを有するペプチ ドワクチンをGMPグ レー ドで作製して利用 し、国際標準の「臨床試験の実施の基

準」 (GCP)に 準じた臨床試験体制のもとで、薬事承認につなげるための第 I相 および第 Ⅱ相 (前
半)の 医師主導型臨床試験を実施するものである。また、当該臨床試験の進捗状況を踏まえ、高
度医療評価制度を活用した臨床試験または治験に移行させていくための手続きを進めることが望
ましい。このため、医師主導型臨床試験の実施に当たっては、医薬品開発業務受託機関 (CRO)等
の協力を得つつ、治験コーディネーターや生物統計の専門家等の確保、データ管理や健康危機管
理等を行うと共に、当該臨床試験の進捗状況を踏まえ、承認申請に向けた薬事相談等を実施する
ことにより、具体的な創薬に向けた研究実施体制の環境整備に努めること。

なお、本領域は文部科学省の「次世代がん研究戦略推進プロジェク ト」と公募課題の設定等に
おいて連携 しており、基礎的な研究や探索研究は対象としない。

※ 1 本研究事業は、内閣官房医療イノベーション推進室とともに、文部科学省および経済産業
省と連携し、産学官が一体となつたオールジャパン体制により、研究開発の基礎から実用
化まで切れ日ない研究開発費の投入や研究基盤の整備に取り組むこととしているため、採

択後に研究計画の見直 し等を求める場合がある。

※ 2 新規課題採択方針 と著しく異なる研究計画の場合、事前評価で高い評価を得る研究計画で
ない場合、結果的に課題を採択 しない領域もある可能性に留意すること。

・研究費の規模 :

【一般公募型】

領域 1   50,000千円～ 100,000千 円程度
領域 2  50,000千 円～ 200,000千 円程度

・研究期間 :

1～ 3年
。新規採択予定課題数 :

領域 1  3～ 6課題程度
領域 2  5～ 10課題程度

く公募研究課題>
【一般公募型】

(1課題 、

(1課題 、

年当た りの研究費 )

年当たりの研究費 )



(領域 1)革新的早期診断・治療法の開発に関する研究
① バイオマーカーによる早期診断技術の確立と実用化に関する研究 (● ●●●●● )
膵がんや肺がん等の難治性がんを対象に、高危険度群の捕捉のための統合的 (多 層的 )

オ ミックス解析による診断バイオマーカーの同定と、早期段階で高感度に存在診断が可能

な画像診断技術の確立に資する研究を実施する。中長期的視野に立つた戦略に基づく、実

用化へ向けたロー ドマップが明確な研究を優先的に採択する。

② 固形がん幹細胞を標的とした革新的治療法の開発に関する研究  (●●●●●●) .
膵がんや肝がん等の難治性がんを対象に、回形がん幹細胞を標的とした革新的治療法の

開発に関する研究を推進する。特に、多施設共同で研究の基盤整備を行い、中長期的視野

に立 つた戦略に基づく、実用化へ向けたロー ドマップが明確な研究を優先的に採択する。

(領域 2)日 本発のがんワクチン療法による革新的がん治療の開発に関する研究
① 難治性がんに対するがんペプチ ドワクチン単剤療法の開発 (● ●●●●●)
膵がんや肺がん等の難治性がんを対象に、有効性の高いがんペプチ ドワクチン単剤療法

の実用化に向けた臨床研究を実施する。特に、倉1薬 に資する安全性と有効性の検証を行う

ものであり、採択方針に貝1り 、国際標準の「臨床試験の実施の基準」 (GCP)に 準 じた臨
床試験体制のもとでの、薬事承認につなげるための第 I相 および第 二相 (前半)に 相当す
る医師主導型臨床試験を優先的に採択する。

② 希少性の高いがんに対するがんペプチドワクチン単斉」療法の開発 (● ●●●●●)
肉腫や脳神経 1重瘍等の希少性の高いがんを対象に、有効性の高いがんペプチ ドワクチン

の単剤療法の実用化に向けた臨床研究を実施する。特に、倉1薬 に資する安全性と有効性の

検証を行うものであり、採択方針に則 り、国際標準の「臨床試験の実施の基準」 (GCP)

に準 じた臨床試験体制のもとで、薬事承認につなげるための第 I相 および第Ⅱ相 (前半 )
に相当する医師主導型臨床試験を優先的に採択する。

③ 集学的治療におけるがんペプチ ドワクチン併用療法の開発 (● ●●●●●)
術後再発予防や化学療法併用時等、現在実施されている標準的治療もしくはこれに相当

する治療において、有効性の高いがんペプチ ドヮクチン併用療法の実用化に向けた臨床研

究を実施する。特に、創薬に資する安全性と有効性の検証を行うものであり、採択方針に

貝Jり 、国際標準の「臨床試験の実施の基準」 (GCP)に 準じた臨床試験体制のもとで、薬
事承認につなげるための第 1相 および第 Ⅱ相 (前半)に相当する医師主導型臨床試験を優
先的に採択する。

く研究計画書を作成する際の留意点>

研究計画書の提出に当た り、以下の点に留意すること。

ア  ロ標を明確にするため、研究計画書の「 9 期待される成果」に、当該研究により期待さ
れる科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的 経ヽ済的メリットを具体的

に記載すること。また、「10 研究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標を記載
するとともに、実際の医療等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体的なロー ドマップ

を示 した資料を必ず添付すること (様式自由)。

なお、研究課題の採択に当たつては、新規課題採択方針に貝Jつ ているかどうかを含め、こ

れらの記載事項を重視するとともに、中間評価及び事後評価においては、研究計画の達成度

を厳格に評価する。その達成度 (未達成の場合にはその理由、計画の練 り直し案)如 何によ
つては、研究の継続が不可となる場合もあり得ることに留意すること。

イ  法律、各府省が定める省令・倫理指針等を遵守し、適切に研究を実施すること。
ウ.臨 床研究におけるプロトコールに関しては、科学的妥当性を明確にするとともに、臨床研
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究倫理指針等 (Ⅱ 応募に関する諸条件等 (4)応 募に当たつての留意事項工 研究計画策定
に当たつての研究倫理に関する留意点参照)に規定する倫理審査委員会の承認が得られてい
る (又 はその見込みである)こ と。各倫理指針等に基づき、研究の内容、費用及び補償の有
無等について患者又は家族に十分に説明し、文書により同意を得ること。

また、モニタリング・監査・データマネジメン ト等を含めた研究体制や、安全性及び倫理
的妥当性を確保する体制については、採択方針に提示した事項を包含した資料を添付 し、提

出すること。

介入を行う臨床研究であって、侵襲性を有するものを実施する場合には、臨床研究に関す

る倫理指針の規定に基づき、あらかじめ、登録された臨床研究計画の内容が公開されている
データベースに当該研究に係る臨床研究計画を登録すること。なお、事業実績報告書の提出

時に、登録の有無を記載 した報告書 (様式自由)を 別に添付すること。
がんペプチ ドワクチンの研究については、上記の他、臨床試験の実施に関する基準 (GC
P)等 の信頼性基準に準 じたものであることを示す体制について説明を行 うことができるこ
と。

(3)肝 炎関係研究分野
<事業概要 >
B型 ,C型肝炎ウイルスに現在感染 している者は、全国で合計約300～ 370万 人と推定 されて
お り、国内最大級の感染症である。感染を放置す ると肝硬変、肝がんといった重篤な病態に進

行 し、我が国の肝がんによる死亡者数の約 9割が 甲型・ C型肝炎ウイルスに起因すると報告 さ
れている。平成 20年 6月 に、国内の肝炎研究専門家による肝炎治療戦略会議において、肝炎研
究の今後の方向性やその実現に向けた対策についての「肝炎研究 フカ年戦略」が取 りまとめ ら

れた。さらに、平成22年 1月 に、肝炎対策を総合的に推進することを目的とし、肝炎対策の推
進 に係る国の責務等を規定 した肝炎対策基本法 (平成21年法律第97号 )が施行 された。同法に
おいて、国は、肝炎の治療法等に係 る研究促進のため、必要な施策を講 じることとされている

ところであるc

このような現状を踏まえ、肝炎対策基本法の趣 旨にのっとり、国民の健康を保持する上での

重要な課題である肝炎対策を総合的に推進するための基盤 となる行政的な研究を推進す る。

<新規課題採択方針 >
肝炎対策の推進に資することを目的として、各公募研究課題の趣旨に合致す る行政的な研究

を採択す る。

本事業において実施する研究の進捗状況については、肝炎対策推進協議会へ定期的に報告

することが予定されている。そのための資料作成及び同協議会においてプレゼ ンテーシ ョンを

行 う可能性があることについて、あらか じめご承知おき願いたい。

なお、研究の実施及び成果等の公表に当たって、差別や偏見 を招 くことのないよう、十分に

配慮 されていない場合には、採択 しない。

研究費の規模 :1課題当た り

一般公募型① 20,000千 円～30,000千円程度
一般公募型② 30,000千 円～40,000千円程度
一般公募型③ 20,000千 円～30,000千円程度
一般公募型④ 20,000千 円～30,000千円程度

(1年 当たりの直接研究費 )

(1年 当たりの直接研究費 )

(1年 当たりの直接研究費 )

(1年 当たりの直接研究費 )



一般公募型⑤ 20,000千 円～30,000千 円程度 (1年 当たりの直接研究費)

一般公募型⑥ 40,000千 円～50,000千 円程度 (1年 当たりの直接研究費)

研究期間 :

一般公募型①～⑥ l～ 3年

新規採択予定課題数 :6課題程度
※各研究課題の採択は、原則として 1課題とするが、採択を行わない場合や複数の課題を採

択する場合がある。

<公 募研究課題>

【一般公募型】

①  職域における慢性 ウイ ルス性肝疾患患者等 に対する望ま しい配慮の在 り方に関     ‐

す る研究

B型 及び C型 肝炎ウイ ルス検査の受検勧 奨や その後の受診勧奨等 を含めた、職
域 での先進的な取組例 等 の実態調査及 び事例集の作成等を行 うな ど、慢性 ウイル

ス性肝疾患患者等 に対 す る望ま しい配慮の在 り方に資する研究を採択 する。

②  肝炎対策のための慢 性 ウイルス性肝疾患患者の情報収集の在 り方等 に関する研
′究

個 人情報の取扱 いや その情報の把握方法 な ど、慢性 ウイルス性肝疾 患患者の情

報収集の在 り方等に関す る研究を採択す る。

③  肝炎対策の状況 を踏 まえたウイルス性肝疾 患患者数の動向予測に関す る研究
肝炎対策の状況 を踏 ま え、統計解析手法等 を用いた B型 及び C型 ウイルス性肝
疾 患患者数 (持 続感染者 、慢性肝炎・肝硬 変 ・肝がん患者等の内訳 を含む。 )の
動 向予測に関す る研究 を採択す る。

④  ウイルス性肝疾 患に係 る対策の医療経済評価 に関す る研究
B型 肝炎ワクチ ン接種 、 B型 及び C型 肝 炎 ウイルス検査、治療介入等の ウイル
ス性肝疾患に係 る対策の 医療経済評価 に関す る研究を採択す る。

⑤  小児期のウイルス性肝 炎に対する治療法の標準化に関す る研究
手L幼 児期 を含む小児期 における、 B型 及 び C型 ウイルス性肝炎等の最新の治療
法 を踏まえた、治療法の標準化に資す る研究 を採択す る。

⑥  慢性ウイルス性肝疾 患患者の身体的負担等 に配慮 した検査方法の開発 に関す る
研 究

慢性ウイルス性肝疾 患 患者の身体 的負担等 に配慮 した検査方法の開発・臨床応

用 に資す るための研究 を採択する。なお、特 に身体的負担が大 きい とされ る肝生

検 に代わ る新たな検査 方法の開発・臨床応用 に関す る研究 を優先的 に採択する。

<研 究計画書を作成する際の留意点>
目標を明確にするため、研究計画書の「9 期待される成果」に、当該研究により期待さ
れる科学的成果及び当該成果によりもたらされる学術的・社会的・経済的メリットを具体的

に記載すること。また、「 10.研 究計画・方法」に、年度ごとの計画及び達成目標を記載
するとともに、実際の医療等への応用に至る工程を含めた研究全体の具体的なロー ドマップ

を示 した資料を添付すること (様式自由)。

●
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なお、研究課題の採択に当たっては、 これ らの記載事項を重視するとともに、中間評価及

び事後評価においては、研究計画の達成度 を厳格に評価する。その達成状況によつて、未達

成の場合にはその理由と計画の練 り直 しを求めることや、研究の継続が不可となる場合もあ

り得ることに留意すること。



公募研究事業計画表

年 月 (研 究 者 ) (厚 生 労 働 省 )
研究

評価
通知等

23.4

～ 5

23.7

～ 8

1

日
間

――

――

円

‐―

‐―

円

――

――

―間‐

‐‐

□

研究課題等の公募 (ホームペ

24年 度継続申請に係 る
研究計画書の作成・提 出

中間評価委員会の開催

(必 要 に応 じて開催 )

研究計画書の受付 ・審査

事前評価委員会の開催

国庫補助通知

補助金の受領

事業実績報告書及び研究報告書

の作成 。提出

事業実績報告書

の受付・審査

事後評価委員会の開催

補助金の確定通知

―ジ)

囲

囲

囲

次官通知

大臣通知

大臣通知



Ⅵ.補助対象経費の単価基準額一覧表
(※ 下記単価 については、個人が所属する試験研究機関等及び法人が定めている諸謝金等の単

価 との均衡に配慮 し、決定するものとする。 )

1  人件費等

(1)非 常勤職員手当 (単 位 :円 )

対 象 期 間 単  価 摘 要

1か 月当た り Aラ ンク
344,200

博士の学位を取得後、国内外の研
究機関で実績を積み、かつ、欧文
誌等での主著が数件ある研究者、
又はこれ と同等の研究能力を有す
る者

Bラ ンク
297,400

博士の学位を取得後 5年以上にわ
たり研究に従事した者、又はこれ
と同等の研究能力を有する者

Cラ ンク
265,200

博士の学位を取得又はこれと同等
の研究能力を有する者

Dラ ンク
212,900

修士の学位を取得又はこれと同等
の研究能力を有する者

Eラ ンク
194,800

学士の学位を有する者又はこれと
同等の研究能力を有する者

(注 )その者の資格、免許、研究に従事 した年数、職歴等を踏まえ、試験研究機関等及び法人が
定めている単価との均衡に配慮 し決定するものとする。                、

(2)保 険 料・・・雇用者が負担する保険料 とする。
(3)通勤手当・・・国家公務員に準ずる。 (通勤手当の支給額等 を参照 )
(4)住居手当・・・国家公務員に準ずる。 (住 居手当の支給額等 を参照 )
(5)扶養手当・・・国家公務員に準ずる。 (扶養手当の支給額等 を参照 )
(6)地域手当 ,・ ・国家公務員に準ずる。 (地域手当の支給額等を参照 )
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2.諸 謝 金 (単位 :円 )

用 務 内 容 職 種 対 象 期 間 単 1面 摘 要

定形的な用務

を依頼する場

合

医 自市

1日 当た り

”
， 100 医師又は相当者

技  術  者 7,800

大学 (短大を含む)卒業者又は専門
技術を有する者及び相当者

研究補助者 6,600 そ の 他

講演、討論等

研究遂行の う

えで学会権威

者を招へいす

る場合

教 授

1時 間 当 た
り

8,100 教授級以上又は相当者

准 教 授 6,200 准教授級以上又 は相当者

講 師 5,300 講師級以上又は相当者

治験等のため

の研究協 力謝

金

1回 当たり 1,000

程度

治験、アンケー ト記入な

どの研究協力謝金については、協力

内容 (拘 束時間等 )を 勘案 し、常識
の範囲を超えない妥当な単価 を設定

すること。なお、謝品として代用す

ることも可 (そ の場合は消耗品費と

して計上すること)。

3.旅   費・・ 。国家公務員の旅費に関する法律に準ずる (旅 費に係 る単価表を参照 )

4.会 議 費・・・ 1人 当た り 1,000円 (昼 食をはさむ場合は、 2,000円 )を 基準 と
す る。

5 会場借料・・・ 50, 000円 以下を目安に実費とする。

6.賃   金・・・ 8, 300円 (1日 当た り<8時 間 >)を 基準とし雇用者が負担す る保険
料は別に支出する。

人夫、集計 '転 記・資料整理作業員等の日々雇用す る単純労働に服す る者

に対する賃金。

注)一 日において 8時間に満たない時間又は 8時間を超えた時間で賃金 を支出する場合に
は 1時 間あた り 1, 030円 で計算するものとする。
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通 勤 手 当 の 支 給 額 等

通勤 のため、交通機関等を利用 してその運賃等 を負担す ることを常例 とする研究者、自動車

等 を使用することを常例 とする研究者及びこれ らを併用することを常例 とする研究者に支給 さ

れる手当とする。

1 交通機関の利用者
運賃等相当額。ただ し、運賃等相当額が 1箇 月につき 55, 000円 を超える場合は、
1箇月につき 55,000円 とする。
2 自動車等の使用者
使用距離に応 じ次表に掲げる額 (た だ し、平均 1箇 月当た りの通勤所要回数が 10回 に
満たない場合は、その額か ら、その額に 100分 の 50を 乗 じて得た額を減 じた額 )

(単 位 :円 )

使 用 距 離  (片 道 )

5km未満 5km以上

10km未満

10kml及 ヒ̈

15km未満

15km以 上

20km未満

20km以上

25km未満

25km以 上

30km未 満

30km以 上

35km未満

)5km以 上

10km未 満

2,000 4,
ハ
Ｖ 6.500 8,900 11,300 13,700 100 18,500

使 用 距 離  (片道 )

40kln,メ _L

45kmラに所埼

[5km以 上

'Okm未
満

50km以 上

55km未 満

55km以上

〕Okm未 満
'Okm以
上

20,900 21,800 ●
４ 700 23,600 24, 500



住 居 手 当 の 支 給 額 等

居住するための住宅を借り受け、一定額 (12, 000円 )を 超える家賃を支払つている研究
者に支給す る手当とす る。

1 研究者が居住する借家・借間に対する支給額
(1)月 額 23, 000円 以下の家賃を支払つている研究者

家賃額 -12, 000円 (100円 未満切捨 )
(2)月 額 23, 000円 を超え、 55, 000円 未満の家賃 を支払つている研究者

(家 賃額 -23, 000円 )X1/2+11, 000円 (100円 未満切捨 )
(3)月 額 55, 000円 以上の家賃を支払つている研究者
27,000円 ´

2 配偶者等の居住する借家・借間に対する支給額
単身赴任の研究者で、配偶者が居住するための住宅 を借 り受け、現に当該住宅に配偶者が

居住 し、月額 12, 000円 を超える家賃を支払 つている研究者の場合「 1 研究者が居住
す る借家・借間に対す る支給額」により算出され る額の 2分の 1の額 (百円未満切捨)と す
る。



扶 養 手 当 の 支 給 額 等

扶養親族のある研究者に支給される手当とするt

l 扶養親族の要件
次に掲げる者で、他に生計の途が無 く、主として研究者の扶養 を受けている者。なお、配

偶者以外の扶養親族は重度心身障害者を除き、血族又は法定血族に限る。

(1)配 偶者 (届 出をしないが事実上婚姻関係 と同様の事情にある者 を含む。以下同 じ。 )
(2)満 22歳 に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にある子及び孫
(3)満 60歳 以上の父母及び祖父母
(4)満 22歳 に達する日以後の最初の 3月 31日 までの間にある弟妹
(5)重 度心身障害者
ただ し、次の者は扶養親族とすることができない。

①研究者の配偶者、兄弟姉妹等が受ける扶養手当又は民間事業所その他のこれに相当する手

当の支給の基礎となつている者

②年額 130万 円以上の恒常的な所得があると見込まれる者

2 支給額
(1)上 記 1(1)の 配偶者            :月 額 13, 000円
(2)上 記 1(2)か ら (5)の 扶養親族      :月 額 6, 500円
ただし、研究者に配偶者がない場合の支給額については、

そのうち一人につき              :月 額 11, OoO円       ｀

(3)満 15歳 に達する日後の最初の 4月 1日 から満 22歳 に達する日以後の最初の 3月 31
日までの間 (以下「特定期間」という。)に ある子がいる場合の支給額は、 2(2)の 規
定にかかわらず、 5, 000円 に特定期間にある当該扶養親族たる子の数を乗 じて得た額
を2(2)の 規定による額に加算 した額とする。



地 域 手 当 の 支 給 額 等

当該地域における民間の賃金水準を基礎とし、当該地域における物価等を考慮して下記に定

める地域に在勤する研究者に支給される手当とする。

1 地域手当の月額は、非常勤職員手当及び扶養手当の月額の合計額に、次に定める支給地域
別支給割合を乗じ得た額とする。

2 支給地域別支給割合

支 給 割  合 地 域  等給支

百分の十八 氣京都の うち  特別区

百分の十五
茨城県のうち   取手市

崎玉県のうち   和光市

千葉県のうち   成田市 印西市

東京都のうち   武蔵野市 町田市 国分寺市 国立市 福生市 狛江市
清瀬市 多摩市 稲城市 西東京市

神奈川県のうち  鎌倉市 厚木市
大阪府のうち   大阪市 守口市 門真市
民庫県のうち   芦屋市

百分の十二
茨城県のうち   つくば市

埼玉県のうち   さいたま市 志木市

千葉県のうち   船橋市 浦安市 袖ヶ浦市

東京都のうち   八王子市 立川市 府中市 昭島市 調布市 小平市
日野市

神奈川県のうち  横浜市 川崎市 海老名市
■知県のうち   名古屋市 刈谷市 豊田市
大阪府のうち   吹田市 高槻市 寝屋川市 箕面市 高石市
民庫県のうち   西宮市 宝塚市
奈良県のうち   天理市

分の十
茨城県のうち

埼玉県のうち

千葉県のうち

東京都のうち

神奈川県のうち

愛知県のうち

二重県のうち

滋賀県のうち

水戸市

鶴ヶ島市

千葉市

三鷹市

藤沢市

豊明市

鈴鹿市

大津市

土浦市

市川市

青梅市

茅ヶ崎市

守谷市

松戸市 富津市 四街道市

東村山市 あきる野市

相模原市 大和市

草津市

“
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都府のうち

阪府のうち

県のうち

良県のうち

島県のうち

岡県のうち

道のうち

城県のうち

県のうち

木県のうち

馬県のうち

玉県のうち

葉県のうち

京者5の うち

奈川県のうち

山県のうち

川県のうち

福井県のうち

京都市

豊中市 池田市 牧方市

神戸市、尼崎市

奈良市 大和郡山市
広島市

福岡市

茨木市 八尾市

札幌市         ヽ

名取市 多賀城市

龍ヶ崎市 筑西市
鹿沼市 小山市 大田原市
前橋市 高崎市 大田市

熊谷市 春日部市 鴻巣市 上尾市 草加市 久喜市
坂戸市 比企郡鳩山町 北埼玉郡北川辺町 北葛飾郡栗
橋町 北葛飾郡杉戸町

野田市 東金市 流山市 八街市 印椿郡酒々井町 印
格郡栄町

武蔵村山市

小田原市 三浦市
富山市

金沢市

福井市

長野市 松本市 諏訪市

宮城県のうち   仙台市

城県のうち   日立市 古河市 牛久市 ひたちなか市
木県のうち   宇都宮市
玉県のうち   川越市 川口市 行田市 所沢市 飯能市 加須市

東松山市 越谷市 戸田市 入間市 朝霞市 三郷市
葉県のうち   茂原市 佐倉市 柏市 市原市 白井市
奈川県のうち  平塚市 秦野市
梨県のうち   甲府市
岡県のうち   静岡市 沼津市 御殿場市
知県のうち   瀬戸市 碧南市 西尾市 大府市 知多市
二重県のうち   津市 四日市市
賀県のうち   守山市 栗東市
都府のうち   宇治市 亀岡市 京田辺市
阪府のうち   河内長野市 和泉市 羽曳野市 藤井寺市
庫県のうち   伊丹市 三田市
良県のうち   大和高田市 橿原市

野県のうち



阜県のうち

岡県のうち

知県のうち

二重県のうち

賀県のうち

都府のうち

阪府のうち

庫県のうち

良県のうち

山県のうち

山県のうち

島県のうち

口県のうち

川県のうち

岡県のうち

岐阜市 大垣市 多治見市 美濃加茂市
浜松市 三島市 富士宮市 富士市 磐田市 焼津市

掛川市 袋井市

豊橋市 岡崎市 一宮市 半田市 春日井市 津島市
安城市 大山市 江南市 小牧市 稲沢市 東海市
知立市 愛西市 弥富市 西春日井郡豊山町 西加茂郡
三好町

桑名市 名張市 伊賀市

彦根市 長浜市

向日市 相良郡木津町

柏原市 泉南市 四篠畷市 交野市 阪南市 泉南郡熊
取町 泉南郡田尻町 南河内郡太子町
姫路市 明石市 加古川市 三木市

桜井市 香芝市 宇陀市 生駒郡斑鳩町 北葛城郡王寺
町

和歌山市 橋本市
岡山市

廿日市市 安芸郡海田町 安芸郡坂町

周南市

高松市

筑紫野市 春日市 太宰府市 前原市 福津市 糟屋郡
宇美町  糟屋郡粕屋町

※ この表の支給地域等欄 に掲げる名称 は、平成 18年 4月 1日 においてそれ らの名称 を有す
る市、町または特別区の同日における区域 によって示された地域を示 し、その後におけるそ

れ らの名称の変更またはそれ らの名称 を有す るものの区域の変更によって影響 されるもので

はない。
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旅 費 に 係 る 単 価 表

(国内旅費 )

1.鉄道賃、船賃%航空賃等の計算方法は、時亥1表 を参考に計算してください。

2.日 当及び宿泊料                        (単 位 :円 )

職 名 日  当
宿  ,自   料

国家公務員の場合の該当・号俸
甲 地 乙  地

教授又は相当者 3,000 14,800 13,300 指定職のみ (原則使用 しない )

教授、准教授 2,600 100 11,800
医 (― )  3級  1号 俸以上

研 5級  1号 俸以上

者ヽ
師
当
講
相
助手、技師又は 2,200 10, 900 9,800

医 (― )  2級
1級 13号 俸以上

研

上以俸
級
号
３
５

　ヽ（ツ“

級
級

４

２

上記以外の者 1,700 8,700 7,800

医 (一 )  1級 12号俸以下

研 ２級

級

２

１

4号俸以下

注)表 中の甲地 とは、次の地域 をいい、乙地ヽ (車 中泊を含む )と は、甲地 以外の地域をい
つ 。

a 埼 玉 県・・・さいたま市
b 千 葉 県・・・千葉市
c 東 京 都・・・特別区 (23区 )
d 神奈川県・ :・ 横浜市、川崎市
e 愛 知 県 =・ ・名古屋市
f 京 都 府・・・京都市
g 大 阪 府・・・大阪市、堺市
h 兵 庫 県・・・神戸市
i 広 島 県・ ,・ 広島市
j 福 岡 県・・・福岡市



(外 国旅費 )

1 鉄道賃、船賃、航空賃等の計算方法は、時刻表を参考に計算 してください。

2 日当及び宿泊料                          (単 位 :円 )

職 名

日 当 及 び 宿 泊 料
国家公務員の場合の該当・号俸

指定者「市 甲地方 乙地方 丙地方

教授又は相当者 日当

宿泊料

8,300

25,700

7,000

21,500

5,600

17,200

5,100

15,500

指定職のみ (原 則使用 しない )

教授 、准教授
日当

宿泊料

7,200

22,500

6,200

18,800

5,000

15,100

4,500

13,500

医 (― )  3級  1号俸以上

研 5級  1号 俸以上

技
者ヽ
手
当
助
相はヽ

師
又
講
師

日当

宿泊料

6,200

19,300

０

　

　

０

０

　

　

０

4,200

12,900

3,800

11,600

医 (― )  2級
1級 13号俸以上

研

上以俸
級
号
３
５

ヽ

の
こ

級
級

４

２

上記 以外 の者
日当

宿泊料

5,300

16,100

4,400

13,400

3,600

10,800

０

　

　

０

０

　

　

０

医 (― )  1級 12号 俸以下

研     2級 24号俸以下
1級

注)指定都市、甲地方、乙地方及び丙地方の範囲については、国家公務員等の旅費に関する
法律に準ずる。



(付その 1)研究計画書の様式及び記入例



様式A(1)

平成__年度厚生労働科学研究費補助金 (________研 究事業)研究計画書 (新規申請用)

平成__年__月 __日
厚生労働大臣
(国立医薬品食品衛生研究所長)殿
(国立保健医療科学院長)  

｀

住  所 F
フリカ
゛
ナ

申請者 氏  名
生年月 日 19  年   月   日生        _

平成___年 度厚生労働科学研究費補助金 (

次のとおり研究計画書を提出する。

1.研究課題名 (公募番号)  :

研究事業)を実施 したいので

2.当該年度の計画経費    : 円也 (間接経費は含まない)

3.当 該年度の研究事業予定期間 ;平成___年 ___月 ___日 から平成___年 ___月 ___日
(   )年 計画の 1年 目

4.申請者及び経理事務担当者

申 請 者

①所属研究機関

②所 属 部 局

③職 名

④所属研究機関

所  在  地

連  絡  先 ・　
　
ａ

ｌ

Ｍ

一丁
　

ｒｅ
二
´

Fax:

⑤最終卒業校 Э学  位

⑦卒 業 年 次 Э専攻科目

務
者蝉
当
経
担

( フリカ
゛

⑨氏
ナ)
名

⑩連 絡 先

所属部局・

名

丁

rell

E一Mail
Faxl

40



⑪研究承諾

の 有 無
有 缶

ヽ

⑫事務委任

の 有 缶
（

有 征
朴

ЭCOI(利 益相反 )

委 員 会 の 有 無
有 鉦

ヽ

⑭COI委員会への申出の有無 有 ・ 無
⑮間接経費の
要   否

要 ( 千円、計画経費の %) 否

5.研究組織情報

①研究者名 る
目
す
項
担
究
分
研
② ③最終卒業校・

卒業年次・学位
及び専攻科 目

④所属研究機関
及び現在の専門
(研究実施場所)

⑤所属研究
機関にお
ける職名 軸［剛

究研
予

⑥

6.政府研究開発データベース
研究者番号及びエフォート

基礎研究 応用研究 謁発研究

41

研 究 者 名 性
甲
刀 生 年 月 日 研究者番号 (8桁 ) エフォート (%)

研究分野及び研究区分

コー ド番 号 重点研究分野 研 究 区 分

研究主分野
研究副分野 1
研究副分野2
研究副分野 3

研究キーワー ド

コー ド番 号 研 究 キ ー ワ ー ド

研究キーワー ド1

研究キーワー ド2
研究キーワー ド3
研究キーワー ド4
研究キーワー ド5

研究開発の性格



7.研究の概要

(1)「 8.研究の目的、必要性及び特色。独動的な点」から「11.倫理面への配慮」までの要旨

(2)濃薮鐸聟モデ譜督葛γ認盆鬼覗発:争発量株の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるよ
うに記入すること。
(3)研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。

(流れ図)

8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点

(1)研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点については、適宜文献を引用しつつ、 1, 000字
以内で具体的かつ明確に記入すること。

(2)当該研究計画に関して現在までに行つた研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他
の研究計画と、当該研究計画の関係を明確にすること。
(3)研究期間内に何をどこまで明らかにするか、各年度の目標を明確にしたうえで記入すること。
(4)当該研究の特色・鶴 ll的な点については、国内 。国外の他の研究でどこまで明らかになつてお
り、どのような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。

9。 期待される成果

(1)期待される成果については、厚生労働行政の施策等への活用の可能性 (施策への直接反映の可能性、
政策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等 (民間での利
用 (論文引用等)、 技術水準の向上、他の政策上有意な研究への発展性など)が期待できるか)を中
に600字以内で記入すること。
(2)当該研究がどのような厚生労働行政の課題に対 し、どのように貢献するのか等について、その
体的な内容や例を極力明確にすること。

И
牛



10.研 究計画・方法

2L雛
魏鶴轟後鍾

嗽枷観得F各黙難齢畢霧蒜新務纂誅
3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す
ること。
4)本研究を実施するために使用する研究施設・研究資料 。研究フィールドの確保等、現在の研究
環境の状況を踏まえて記入すること。
5)臨床・疫学研究においては、基本デザイン、日標症例 。試料数及び評価方法等を明確に記入す
ること。

■
■



11.倫理面への配慮

・研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益・危険性の排除や説明と同意 (イ ンフォームド・コ
ンセント)への対応状況及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。

遵守すべき研究に関係する指針等
(研究の内容に照らし、遵守しなければならない指針等については、該当する指針等の「□」の枠
内に「〇」を記入すること (複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「〇」を記入する
こと。))。

E三∃
ヒトゲノム

。遺伝子解析研究に関する倫理指金十 E三]疫 学研究
に関する倫理指針

□
遺伝子治療臨床研究に関する指針 El臨 床研究に関する倫理す旨針

ロ  
ヒ ト幹糸田月包を用いる臨床研究に関する才静十

□
厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針

□
そのイ也の才旨金十等 (才旨金十等の名称 :                              )

疫学 。生物統計学の専門家の関与の有無 有 無  。 その他 ( )

臨 床 研 究 登 録 予 定 の 有 無 有 無  。 その他 ( )

■
４



12.申請者の研究歴等

申請者の研究歴 :

過去に所属した研究機関の履歴、主な共同研究者 (又は指導を受けた研究者)、 主な研究課題、こ
れまでの研究実績、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実施を通じた政策提言数 (寄
与した指金十又はガイドライン等))

発表業績等 :

著者氏名 。発表論文名・学協会誌名 。発表年 (西暦)。 巻号 (最初と最後のページ)、 特言午権等知
的財産権の取得及び申請状況、研究課題の実施を通じた政策提言 (寄与した指針又はガイドライン等)
(発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術雑誌等に発表した論文 。著書
のうち、主なもの (過去 3年間)を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接
関連した論文 。著書については、著者氏名の名前に「○」を付すこと。)

13.厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者

年   度 外国人研究者招へい事業 外国への 日本人研究者派遣事 若手研究者育成活用事業
(リ サーチ。レジデント)

平成  年度 名

名

名

名 名

平成  年度 名 名

平成 年度 名 名

“
４



14.研究に要する経費
(1)各年度別経費内訳 (単位 :千円)

(2)備品の内訳 (50万円以上の備品については、賃借が可能な場合は原則として賃借によること。)

ア.借料及び損料によるもの (賃借による備品についてのみ記入すること)

年 度 研究経費
内 訳

謝 金 旅 費 備品費 消耗品費 借料及び損料 賃 金 その他 委託費

平成  年度

平成  年度

平成  年度

合 計

年 度 備 ロロ 名 賃 借 の 経 費 (単位:千円) 数 量

平成  年度

平成  年度

平成  年度

イ.備品費によるもの (50万円以上の備品であって、賃借によらないもののみ記入すること。)

年 度 備 名 単 佃田   (単位:千円) 数  量

平成  年度

平成  年度

平成  年度

“
■



年 度 委 託 内 容 委  託  先 委 託 費

平成  年度

平成  年度

平成  年度

(3)委託費の内訳 (単位 :千円)

15.他 の研究事業等への申請状況 (当該年度) (単位 :千円)

16.研究費補助を受けた過去の実績 (過去 3年間) (単位 :千円)

年  度 研 究 事 業 名 研 究 課 題 名 補  助  額 所 管 省 庁 等

17.補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和 30年法律第 179号)第 18条第 1項の
規定により補助金等の返還が命じられた過去の事業                (単 位 :円 )

年   度 研究事業名 研 究 課 題 名 補助額 厘還額・
返還年度

返 湮遼 理 由 所管省庁等

(添付書類等がある場合は、この後に一つの電子ファイルになるよう添付してください。 )

訴規・継続 研究事業名 研 究 課 題 名 代表・分担等 補助要求額 所管省庁等 エフォート(%)
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作成上の留意事項

1.本研究計画書は、申請課題の採択の可否等を決定するための評価に使用されるものである。

2.宛先の欄には、厚生労働科学研究費補助金取扱規程 (平成 10年厚生省告示第 130号。以下「規程」と
いう。)第 3条第 1項の表第 14号の右欄に掲げる一般公募型並びに同表第 26号の右欄に掲げる一般公募
型及び若手育成型については国立保健医療科学院長、同表第 25号の右欄に掲げる一般公募型及び若手育成
型については国立医薬品食品衛生研究所長を記載すること。

3.「申請者」について
(1)法人にあつては氏名欄に法人の名称を記入すること。
(2)住所は、申請者の現住所を記入すること。

4.「 1.研究課題名 (公募番号)」 について

,メ ,髪昇群謝警黎牢デ盟辱封已莉肇留身吾針拳計完薯補助金公募要項で定める公募課題番号を記入すること。
5.「 2.当該年度の計画経費」について
。当該事業年度 (1会計年度)の研究の実施に必要な計画経費を記入すること。

6.「 3.当該年度の研究事業予定期間lについて

.「 4.申請者及び経理事務担当者」について
(1)①及び②は、申請者が勤務する研究機関及び部局の正式名称を記入すること。
(2)③は、申請者が専攻した科目のうち当該研究事業に関係あるものについて記入すること。
(3)⑨の経理事務担当者には、当該研究に係る経理及び連絡等の事務的処理を担当する経理事務に卓越した
同一所属研究機関内の者を置くこと。
(4)⑪は、申請者の所属研究機関の長に対する研究の承諾の有無を記載すること。

の の委任 の こと (事務 の李 fIは必 ず す る こ
レ` こ

の COI るCOI の 究機関での設置の有無を記載する
こと。
(7)⑭は、COI委員会へのCOI管 理の申出の有無を記載すること。
(8)⑮は、間接経費の要否を記載すること。

.「 5.研究組織情報」について
。申請者 (研究代表者)及び研究分担者 (研究代表者と研究項目を分担して研究を実施する者をいう。)
について記入すること (研究協力者 (研究代表者の研究計画の遂行に協力する者 (研究分担者を除く。)をい
う。)については記入する必要はない。)。

.「 6.政府研究開発データベース」について
(1)研究代表者及び研究分担者の、性別、生年月日及び府省共通研究開発管理システム (e―Rad)も しくは
文部科学省の科学研究費補助金制度により付与された研究者番号 (8桁の番号)を記入すること。
また、当該研究代表者及び研究分担者ごとに、当該研究の実施に必要とする時間が年間の全勤務時間
(正規の勤務時間以外の勤務時間を含む。)に 占める割合を百分率で表した数値 (1未満の端数があると
きは、これを四捨五入して得た数値)を、エフォー ト (%)欄に記入すること。
なお、当該研究についての各研究者の分担割合を記入するものではないので留意すること。
(2)研究分野及び研究区分の表の研究主分野については別表第 1「研究分野コー ド表」から当該研究の主要
な部分の属する研究分野及び研究区分を選択して研究区分番号とともに記入し、研究副分野については、
当該研究に関連する分野 (最大 3つ )を同様に選択して記入すること。
(3)研究キーワー ドについては、当該研究の内容に応 じ、別表第 2「研究キーワー ド候補 リス ト」から適切
な研究キーワード (最大 5つ)を選択してコー ド番号とともに記入すること。同様に該当するものがない
場合は 30字以内で独自の研究キーワードを記入すること。
(4)研究開発の性格については、基礎研究、応用研究又は開発研究のいずれかに「○」を付すこと。

10.「 7.研究の概要」について
(1)「 8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な

`点
」から「11.倫理面への配慮」までの要旨を 1, 0

00字以内で簡潔に記入すること。

し
一は

５

２

一
６

「3.当該年度の研究事業予定期間」について
当該事業年度中の研究事業予定期間を記入するこ

И
■



(2)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と当該事業年度の計画との関係が分かるように記入
すること。
(3)研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。

11.「 8.研究の目的、必要性及び特色 。独創的な点」について
(1)研究の目的、必要性及び特色 。独膚」的な点については、適宜文献を引用しつつ、 1, ooo字 以内で具
体的かつ明確に記入すること。
(2)当該研究計画に関して現在までに行つた研究等、研究の最終的な目標を達成するのに必要な他の研究計
画と、当該研究計画の関係を明確にすること。
(3)研究期間内に何をどこまで明らかにするか、各年度の目標を明確にしたうえで記入すること。
(4)当該研究の特色 。独創的な点については、国内。国外の他の研究でどこまで明らかになっており、どの
ような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。

12.「 9.期待される成果」について
(1)期待される成果については、厚生労働行政の施策等への活用の可能性 (施策への直接反映の可能性、政
策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等 (民間での利活用 (論
文引用等)、 技術水準の向上、他の政策上有意な研究への発展性など)が期待できるか)を 中心に600

(2         夕ふ厚生労働行政の課題に対し、どのように貢献するのか等について、その具体的な
内容や例を極力明確にすること。

13「 10.研究計画・方法」について

%騎維訂早急瞥EIる
毬3曇箋裸縞確電誅軍季鏃れ      λを提体的な役割

(3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入すること。
(4)本研究を実施するために使用する研究施設 。研究資料 。研究フィール ドの確保等、現在の研究環境の状
況を踏まえて記入すること。
(5)臨床・疫学研究においては、基本デザイン、日標症例 。試料数及び評価方法等を明確に記入すること。

14. 「 1 1.倫理面への配慮」について
(1)「 への配慮 |に は

と

よお、 ヒ トグノム こ関する倫理指針 (平成 16年文部科学省 。厚生労働省 。経済産
業省告示第 1号 )、 疫学研究に関する倫理指針 (平成 19年文部科学省・厚生労働省告示第 1号)、 遺
伝子治療臨床研究に関する指針 (平成 16年文部科学省・厚生労働省告示第 2号)、 臨床研究に関する
倫理指針 (平成 20年厚生労働省告示第 415号 )、 ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する指針 (平成
18年厚生労働省告示第425号 )、 厚生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関す

必要な石

(2)人又は

こついては、研究開始前に所定の

内の倫理委員会等において倫理面からの
審査を受けた場合には、審査内容を必ず添付すること。
(3)研究の内容に照らし、遵守しなければならない研究に関係する指針等については、該当する指針等の
「□」の枠内に「○」を記入すること (複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記
入すること。)。
(4)「疫学・生物統計学の専門家の関与の有無」欄及び「臨床研究登録予定の有無」欄は、「有」又は「無」
のいずれか該当するものを「○」で囲むこと。ただし、当該研究の内容に関係がない場合は、「その他」
を「○」で囲むこと。

15.「 12.申請者の研究歴等」について
(1)申 請者の研究歴について、過去に所属した研究機関名、主な共同研究者 (又は指導を受けた研究者)、
主な研究課題、これまでの研究実績 (論文の本数、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実
施を通じた政策提言)等について記入すること。なお、論文については査読があるものに限る。
(2)発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術誌等に発表した論文 。著。著書のうち、

上、直近年度から順に記入すること。升奥た置:霙筵響霧萎舅尋轟趾鎌
l究 ぞヽ落査読があるものに限る。

16.「 13.厚生労働科学研究費ネ甫助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者」について
。申請者が、厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦を予定している研究者の人数について記
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入すること。

17.「 14.研究に要する経費」について
(1)当 該研究課題に要する経費を、年度別に記入すること。
(2)50万円以上の備品については、賃借が可能な場合は原則として賃借によること。ただし、賃借が可能
でない場合、又は、研究期間内で賃借をした場合の金額と購入 した場合の金額を比較して、購入 した場合
の方が安価な場合は購入しても差し支えない。
なお、賃借をした場合においても、所有権の移転を伴うものは認めない。
(3)「 (2)備品の内訳」は、当該研究の主要な備品で、 50万円以上のものを「ア.借料及び損料によるも
の」又は「イ.備 品費によるもの」に分けて記入すること。
(4)「ア.借料及び損料によるもの」については、賃借による備品についてのみ記入し、「イ.備品費によ
るもの」については、賃借によらない備品についてのみ記入すること。

18。 「15.他 の研究事業等への申請状況」について
。当該年度に申請者が、厚生労働省から交付される研究資金 (特例民法法人等から配分されるものを含む。)、
他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び特例民法法人等から交付される研究資金等ヘ
の研究費の申請を行お うとしている場合について記入すること。

19。 「16.研究費補助を受けた過去の実績 (過去 3年間)」 について
。申請者が、過去 3年間に厚生労働省から交付される研究資金 (特例民法法人等からは配分されるものを含
む。)、 他府省の研究資金、独立行政法人から交付される研究資金及び特例民法法人等から交付される研究
資金等を受けたことがあれば、直近年度から順に記入すること (事業数が多い場合は、主要事業について記
入すること。)。

20.「 17.補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和 30年法律第 179号)第 18条第 1
項の規定によリネ甫助金等の返還が命 じられた過去の事業」について
(1)平成 16年度以降に補助金等の返還を命 じられたことがあれば、直近年度から順に記入すること。
(2)返還が研究分担者による場合は、その理由を明確に記載すること。

21.そ の他
(1)日 本工業規格A列 4番の用紙を用いること。各項目の記入量に応 じて、適宜、欄を引き伸ばして差し支
えない。
(2)申請者が法人である場合は、特段の指示がない限り本様式に準じて作成すること。
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別表第 1
重点研究 コー ド表

101

102
'イ フサイエンス

ライフサイエンス
ライフサイエンス
ライフサイエンス
ライフサイエンス
イフサイエンス

ライフサイエンス
ライフサイエンス

ライフサイエンス

とZオ.ア.ア .イ .ク.る.…….

107

189

幸香長・不・チッ・り̈ゲ世ジ盲̈ジ………………………
ネットワーク
苫
・
ジピ菫世デンツグ

……｀

シミュレーション

最ナ県繁贄
鶯導に・ ハ用黛ノ.… 1

ロセス

シ ミュレーション

ナノテク・

ナノテク・
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コー ド
番 号 重点研究分野 研究区分
501 エネルギー ヒ石 料・加 工燃料
502 エネルギー 一子一π エネルギー
503 エネルギー エネルギニ

504 エネルギー 省エネルギー・エネルギー利用技術
505 エネルギー li 対す る負荷の車
506 エネルギー 一ネ 会へ の協 カ ルモ

589 エネラ1/ギこ

599 エネルギー そ の

601 ものづくり
602 ものづくり 5品カロエ
603 ものづくり 高付力価値極限技術 (マイクロマシン等 )
604 ものづくり 環境多ヨ荷最小花

………………

605 ものづくり 品質年理I製造現場安全確保
606 ものづくり 先進的ものづ くり
607 ものづくり 医療_三 福祉機器
608 ものづ くり アセンブリープロセス
609 ものづくり システム

689 ものづ くり 共通基礎研究
699 ものづくり その化
701 社会 異常自然現象発生メカニズムの研究 と予測技
702 社 会 災害被害最小化応用技術研究
703 土会 基盤 防災支援システム
704 土会基盤 事故対策技術
705 土会 基株 社会基盤の劣化対
706 基

基̈
〈
〓̈
△
本

社
一社

蛯
ｎ^ 有害危 17● .危惧杉

721 賀̈

ｎ 百
・
然とり翅ビじだ美

・
じV・鼎 蘭

・
め

722 社会基 茎 ム 汗

723 社会基盤 一水 彗全72~r総合水管理
724 社会基盤 しい人 と物の流れに対応 る交通システム
725 建金 盤

一

晏

一一

バ リアフリー
726 社会 曼壻繁 ユ■が,サルデザイン化
789 社会 隻,

1,

共通基礎研究
799 社会 そ の

801 フロンティア 断
一邸
字 (天文を含む)

802 フロンテ ィア 発利用
821 フロンティア 海洋禾

822 フロンテ ィア
889 フロンティア 共通基礎研究
899 フロンテ ィア その他
900 人文 0 土会

1000 字 一

注 研究区分番号 208の 入出力 と 、情報通信システムの入
にする技術をいう。ただし、研究区分番号209か ら211ま でに該当
するものを除く。
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別表第 2

研究キーワー ド候補 リス ト
コー ド
番 号 研究キーワー ド

遺伝子

2 ゲノム

3 蛋白質
4 糖

5 脂質
6 核酸

7 細胞・組織
8 生体分子

9 生体機能利用
10 発生・分化

脳・神経
９

“ 動物

13 植 物

14 微生物
15 ウィルス
16 行動学
17 進 化

18 情報工学

19 プロテオーム

20 トランスレーショナル リサーチ
９

“ 移植 ・再生医療
０
４

，
″ 医療・福祉
23 再生医学

24 食品

25 農林水産物

26 組換 え食品

27 バイオテクノロジー

28 認知症

29 癌

30 糖尿病
31 循環器・高血圧
32 アレルギー・ぜんそく
33 感染症
34 脳神経疾患

35 老化

36 薬剤反応性

37 バイオ関連機器

38 フォトニックネットワーク
39 先端的通信
40 有線アクセス

41 インターネット高度化
42 移動体通信
43 衛星利用ネッ トワーク
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コー ド
番  昇 研究キーワー ド

44 暗号・認証全

45 セキュア・ネットワーク
46 高信頼性ネ ッ トワーク
47 著作権・ コンテンツ保巌
48 ハイパフォーマンス・コンピューティング
49 ディペンダブル・コンピューティング
50 アルゴリズム

51 モデル化
52 可視化
53 解析・評価
54 記憶方式
55 データス トレージ
56 大規模 ファイルシステム

57 マルチモーダルインターフェース
58 画像・文章・音声等認識
59 う言語処理
60 ヨ動タブ付け
61 バーチャル リアリティ
62 エージェント
63 スマー トセンサ情報システム

64 ソフ トウエア開発効率化 。安定化
65 デ ィレク トリ・情報検索
66 コンテンツ・アーカイブ
ワ
′
決
υ システムオンチップ
68 デバイス設計・製造プロセス

69 高密 度 冥装
70 先端機能デバイス
71 低消費電力・高エネルギー密度
９

“

ワ
ｒ ディスプレイ
73 リモー トセンシング
74 モニタ リング (リ モー トセンシング以外 )
75 大気現象
76 気候変動
″
′
ワ
‘ 水圏現象
78 土壌圏現象
79 生物圏現象
80 環境質定量化・予沢1
81 環境変動
82 有害化学物質
83 廃棄物処理
84 廃棄物再資源化
85 大気汚染防止・浄化
86 水質汚濁 。土壌汚染防止・浄化
87 環境分析
88 公害防止・対
89 生態系修復・整備
90 環境調和型農林水 ,
91 環境調和型都市基盤整備・建築
92 自然共生
93 政策研究
94 磁気記録
95 半導体超微細化

58



ド

丹
一コ
番 研究キーワー ド

96 超高速情報処理
97 原子分子処理
98 走査 プ ロー ブ顕微鏡 (STM、 AFM、 STS、 SNOM、 1
99 量子 ドッ ト
100 量子細湾
101 量子丼戸
102 瞳格子
103 分子機械
104 ナノマシン
105 トンネル現象
106 量子コンピュータ
107 DNAコ ンピュータ
108 スピンエレク トロニクス
109 強相関エ レク トロニクス

110 ナノチューブ・フラーレン

量子閉 じ込め
，

“ 自己組織化
Ｏ
υ 分子認識
114 少数電子素子
115 高性能 レーザー

116 超伝導材料・素子
ワ
ー 高効率太陽光発電材料・素子
118 量子 ビーム

119 光スイ ッチ
120 フォ トニック結晶
９

“ 微小共振器
，
“
９
“ テラヘルツ/赤外材料・素子
123 ナノコンタク ト
124 超分子化学
125 MBE、 エピタキシャル
126 1分子計測 (SMD)
127 光ピンセ ッ ト
128 (分子)モーター
129 酵素反応
130 共焦点顕微鏡
131 電子顕微金
132 庭ユγ尋力呆
133 エネルギー全般
134 再生可能エネルギー

135 原子カエネルギー

136 太陽電池
137 太陽光発電
138 風 力
139 地熱
140 廃熱利用
141 コ~ンェネレーション
０
４
И
篭 メタンハイ ドレー ト
143 バイオマス
144 天然ガス
145 省エネルギー
146 新エネルギー

147 エネルギー効率化
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コー ド

番 号 研究キーワー ド

148 二酸化炭素排出削減
149 地球温暖化ガス排出削減
150 然料電池
151 水素
152 電気 自動車
153 LNGコ匡
154 ハイブ リッ ド車
155 超精密計測
156 光源技術
157 精密研磨
158 プラズマカロエ
159 マイクロマシン
160 精密部品力日工
161 高速プロ トタイ ピング
162 超 青密金型転写
163 射出成型
164

ヽ
１一品 E組立成型

165
ヽ
ズ一局 伝送回路設計

166 微細接続
168 ヒューマンセンター ド生産
169 複数企業共同生産システム
170 品質管理システム
″
′ 低エン トロピー化指向製造システム
172 地球変動予測
173 地震
174 火 山
175 津波
176 土砂災害
177 集 [ ]豪雨
178 一品
179 洪水
180 火 災
181 自然災害
182 自然現象観測・予測
183 耐震
184 制震
185 免 震
186 防災
ワ
‘
０
０ 防災ロボット
188 減 1貶

189 復 ヨ・復興
190 救命
191 γ肖ろぢ
192 侮 安 全

193 非常時通信
194 危ち畿管理
195 リアルタイムマネージメ トン
196 国土開発
ワ
‘
∩
υ 国土整備
198 国土保全
199 広域地域
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コー ド
番  丹 研究キーワー ド

200 生活空間
201 都市整備
202 過密都市
203 水資源
204 水循環
205 流域 圏
206 水管理
207 淡水製造
208 渇水
209 延イ)化
210 長寿命化
９

“
コス ト 言減

212 環境対ヵ
213 建 設 :械
214 建設マネージメント
215 国際協力
216 国際貢献
217 地理情報システム (GIS
218 通 厚故
219 物流
220 欠1 辟代交通システム
221 高度道路交通システム (ITs)
222 走行支援道路システム (AHS)
223 交通需要マネージメン ト
224 バ リアフリー
225 ユニバーサルデザイン
226 輸 洪 :器
227 電子航法
228 管制
229 ロケット
230 人工衛星
231 再 :用型輸送系
232 宇 1『インフラ
233 宇 1 :境利用
234 衛星通信・放送
235 衛星測位
236 国際宇宙ステーション (ISS)
237 地球観測
238 惑星 架査
239 天文
240 7冨科学
241

242
上空利用
海洋科学

243 r 綱発
244 海洋微生物
245 海洋 架査
246 海洋利用
247 海洋 呆
248 侮洋資源
249 深海環境
250 海洋生態
251 尺陸 ll
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コー ド

番  号 研究キーワー ド

252 砥地
253 哲学
254 心理学
255 社会学
256 教育学
257 文化人類学
258 史学
259 文 学
260 法学
261 経済学
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様式A(1)

平成_2旦_年度厚生労働科学研究費補助金 ( ○OOO 研究事業)

年リカ∫7;
申請者
 量年月省

研究計画書 (新規申請用)

平成2■年ΩΩ月00日

を実施したいので労働科学111驚]讐

1.

2.

次のとおり研究計画書を提出する。

3.当該年度の研究事業予定期間

:金 60,000,000 円也 (間接経費は含まない)当該年度の計画経費

4.申請者及び経理事務担当者

申 請 者

①所属研雛 関 国立厚生労働センター

創 〒属 部 局 疾病研究部

③職 名 疾病研究部長

④所属研究機関

地
　
先

在
　
絡

所
　
連

〒100-0000 東京都○○区幸町200

rel:03-3333-111l     Fax:03-3333-3333
E―Maill  yamadaOabcd go.jp

⑤最終卒業校 霞ヶ関大学医学部 ⑥学  位 医学博士

⑦卒 業 年 次 昭和 48年 ⑧専攻科目 感染症内科

務
者鮮当

経
担

(フ リカ・ナ)
⑨氏 名

タナカ

田中

′サコ

花子

⑩連 絡 先 `

所属部局・

名課

〒100-0000 東京都○○区幸町200

国立厚生労働センター会計課

rel:03-3333-lHl(内 200) Fax:03-3333-3333
E―Mail:tanakaOabcd.gO.jp

Ｏ
υ



OI(利 益 相 反 )

委・員 会 の 有

⑭∞I委員会への申出の有 ∈豪 ,0∞千円、計画経費の15%)。 否

①研究者名 る
目
す
項
担
究

∝
研

③最終卒業校 。

卒業年次。学位
及び専攻科目

④所属研究機関
及び現在の専門
(研究実施場所)

⑤所属研究
機関にお
ける職名

分
額
＞
畑定
剛

究研
予

⑥

山田 太良「

鈴木 花子

○○○研究(総D

臨床研究協力体

市1の整備

霞ヶ関大学医学部、

昭和 48年卒、医学
博士、〇〇科

丸の内大学医学部、
昭和 61年卒、医学
博士、○○科

国立厚生労働セン

ター、○○科

(臨床研究部)

丸の内大学難病研

究所、OO科

臨床研究部

長

准教授

50,000

10,000

6.政府研究開発データベース
研究者番号及びエフォー ト

研究分野及び研究区分

研 究 者 名 性 男リ 生 年 月 日研究者番号 (8桁 ) エフォート (%)

山田 太郎
鈴木 花子

男

女

19500101

19551005

12300001

23400002

％

％

０

　

５

２

　

１

コー ド番号 重点研究分野 研 究 区 分

研究主分野

研究副分野 1

研究副分野 2

研究副分野 3

101

102

104

105

ライフサイエンス

フイフサイエンス

フイフサイエンス

ライフサイエンス

ゲノム

医療 。医学

悩科学
ヾイオインファマティクス

研究キーワー ド

コー ド番号 研 究 キ ー ワ ー ド

研究キーワー ド1

研究キーワー ド2

研究キーワー ド3

研究キーワー ド4

研究キーワー ド5

１

２

６

７

遺伝子

ゲノム

核酸

細胞・組織

ンステム生物学

／
１

１

Ｌ

ｒ

ｌ

プ
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研究開発の性格

基礎研究 応用研究 開発研究

 ヽ  7.研 究の概要

(1

(2

(3

＞
を
卜
う
＞

「8.研究の目的、必要性及び特色・独動的な点」から「11.倫理面への配慮」までの要旨
で簡潔に記入すること。

ぶ 、聯発屋棒の計画と当該事業年:度の計画との関係が分かるよ
に記入すること。
研究の目的、方法及び期待される効果の流れ図を記入又は添付すること。

(流れ図)

8.研究の目的、必要性及び特色・独創的な点

t軸 i轟写『 零露ど♂署蒼諄なた蹴 筆 研究の最終的な目標を達成するα こ必要な他
の研究計画と、当該研究計画の関係を明確にすること。

耀}ITM認堪議ぽ蹴{乳P嘗、ly編脇紺雖銘編覗議二ξ。
り、どのような部分が残されているのかを踏まえて記入すること。
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9.期待される成果

(1)期待される成果については、厚生労働行政の施策等への活用の可能性 (施策への直接反映の可能性、
政策形成の過程等における参考として間接的に活用される可能性、間接的な波及効果等 (民間での禾L
活用 (論文引用等)、 技術水準の向上、他の政策上有意な研究への発展性など)が期待できる力う

。 F雪裏慕易票響男I所全薔臨 政の課題に対Ц どのよ外こ貢献するのか等について、その」
的な内容や例を極力明確にすること:

10:研究計画・方法

糧す群綿鞣霧鶴協観淵だ電

`'1甲

聯夏腐霧
的な役割を明確にすること。
(3)複数年度にわたる研究の場合には、研究全体の計画と年次計画との関係がわかるように記入す
ること。
(4)本研究を実施するために使用する研究施設 。研究資料・研究フィールドの確保等、現在の研究
環境の状況を踏まえて記入すること。
(5)臨床・疫学研究においては、基本デザイン、日標症例。試料数及び評価方法等を明確に記入す
ること。
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11.倫理面への配慮

・研究対象者に対する人権擁護上の配慮、不利益。危険性の排除や説明と同意 (イ ンフォームド・コ
ンセント)への対応状況及び実験動物に対する動物愛護上の配慮等を記入すること。

遵守すべき研究に関係する指針等
(研究の内容に照らし、遵守しなければならない指針等については、該当する指針等の「□」の枠
内に「○」を記入すること (複数の指針等が該当する場合は、それぞれの枠内に「○」を記入する
こと。))。

ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針  【:ヨ ぞ学研究に関する倫理指針

□
遺伝子治療臨床研究に関する指針 EI]臨 床研究に関するお漁ぐ針

[三コ
ヒト幹細胞を用いる臨床研究に関する手旨針

EI]厚 生労働省の所管する実施機関における動物実験等の実施に関する基本指針

□
その他の指針

筆
(指針等の名称 :

疫学 。生物統計学の専門家の関与の有無 有 無  。 その他 ( )

臨 床 研 究 登 録 予 定 の 有 無 有 無  。 その他 ( )

全
０



12.申請者の研究歴等

申請者の研究歴 :

過去に所属した研究機関の履歴、主な共同研究者 (又は指導を受けた研究者)、 主な研究課題、
れまでの研究実績、受賞数、特許権等知的財産権の取得数、研究課題の実施を通じた政策提言数
与した指針又はガイドライン等))

・　

こ
寄

発表業績等 :

著者氏名 。発表論文名 。学協会議名 。発表年 (西固  ・巻号 (最初と最後のページ)、 特許権等知
的財産権の取得及び申請状況、研究課題の実施を通じた政策提言崎諄 した指針又はガイドライン等)
(発表業績等には、研究代表者及び研究分担者ごとに、それぞれ学術雑誌等に発表した論文 。著書
のうち、主なもの (過去 3年間)を選択し、直近年度から順に記入すること。また、この研究に直接
関連した論文・著書については、著者氏名の名前に「○」を付すこと。)

13.厚生労働科学研究費補助金の各研究推進事業に推薦する予定の研究者

年 度 外国人研究者招へい事業 外国への日本人研究者派遣事業 若手研究者育成活用事業
(リ サーチ。レジデント)

平成 23年度 名 名 名

平成 24年度 名 名 名

平成 25年度 名 名 名
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２

　

ア

14.研究に要する経費
(1)各年度別経費内訳

備品の内訳 (50万円以上の備品については、原則として賃借によること)

借料及び損料によるもの 〔賃借による備品についてのみ記入すること)

(3)委託費の内訳

(単位 :千円)

(単位 :千円)

年 度 研究経費
内 訳

謝 金 旅 費 備品費 消耗品費 措‖及び損料 賃 金 その他 委託費

平成 23年度

平成 24年度

平成 25年度

合 計

年   度 備 品 名 賃 借 の 経 費 (靴 :千円) 数 量

平成 23年度

平成 24年度

平成 25年度

イ.備品費によるもの (50万円以上の備品であって、賃借によらないもののみ記入すること。)

年 度 備 口
ｍ 名 単   価  騨位:fR) 数 量

平成 23年度

平成 24年度

平成 25年度

年 度 委 託 内 容 委  託  先 委 託 費

平成 23年度

平成24年度
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平成 25年度

15.他の研究事業等への申請状況 (当該年度) (単位 :千円)

16.研究費補助を受けた過去の実績 (過去 3年間) (単位 :千円)

新規・継続 研究事業名 研 究 課 題 名 代表。分担等 補助要求額 所管省庁等 エフォート00

新規 OO研究費 〇〇に関する研究 代表 12,000 文部科学省 20%

|  |  |

年  度 研 究 事 業 名 研 究 課 題 名 補  助  額 所 管 省 庁 等

17.補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律 (昭和30年法律第 179号)第 1
規定により補助金等の返還を命じられた過去の事業

(添付書類等がある場合は、この後に一つの電子ファイルになるよう添付してください。)

8条第 1項の
(単位 :円 )

年  度 研究事業名 研 究 課 題 名 補助額 額。
戦
還
還
返
返

返 還 理 由 所管省庁等
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平成〇年○月〇日

「希少難治性疾患の迅速な原因究明及び治療法開発に関する研究」(疾 患群毎の集中的

な遺伝子解析及び原因究明に関する研究)に応募した提案内容に関する確認書

(所属機関名 )

(所属長名 )

「希少難治性疾患の迅速な原因究明及び治療法開発に関する研究」(疾 患群毎の集中的

な遺伝子解析及び原因究明に関する研究)への応募に際して、研究を推進するために、

当研究組織の責任によつて、下記の研究支援体制を確保する。

1 課題名

2 研究代表者

3 研究組織の責任による研究支援体制
(別紙による記載可)

4 次世代遺伝子解析装置の整備状況
(別紙による記載可)

5 解析結果の分析 (イ ンフォマティクス)体制
(別紙による記載可)

6 その他
(別紙による記載可)

記



第62回科学技術部会

平成23年3月 7日
資料 3-2月 1

(付その 2)厚生労働科学研究費補助金の応募に係る
府省共通研究開発管理システム (e―Rad)への

入力方法について

(平成 23年○月○日改訂版)



1口 はじめに

実際の応募手続き (1)

実際の応募手続き (2)

4.応募手続き完了の確認

目次

研究代表者が自ら行う手続き
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1-a. はじめに① 【注意事項】

①平成 23年度の厚生労働科学研究費補助金の応募の際は、必ず
e―Radを利用して下さい。郵送やEメールによる応募は一切受
理しません。

②この文書は応募の簡単な流れを説明するものです。実際の応募
の際は、e― Radポータルサイ ト (h聾己量wwie_rad口 qo.10/)上
にある「研究者向けマニュアル」をご

｀
参照下さい。

③締切を過ぎた応募は一切受理しません。手続きによっては開始
から2週間程必要です。余裕を持った応募を心がけて下さい。

④特に、締切直前は、応募が混み合い、申請に予想以上の時間が
かかる可能性があります。

⑤研究代表者から所属機関に申請した段階では応募は完了してい
ません。所属機関の承認の手続きを必ず行って下さい。  2



1-b.はじめに② 【ё―Radを利用し|た応募の流れ】

応募情報の確認 0修正依頼・却下

所属研究機関の事務分担者は、応募情報を確認・修正依頼・却下します。

:所属研究機関の事務代表者は、

04E当

・修正依頼 0却下

承認
■●●●●●●●‐●●

「
●●●・・・Ⅲ…・・・・・●●‐̈ ●●●●Ⅲ…・‐‐・・●●●●●●●●●●●●●●●̈ ●●●.

受付中の公募の一覧を確認して、公募要領と中請様式をダウンロー ドします。

操作方法→「2.3(ハ公募要領 。申請様式をダウンロー ドするJ参照 (研究者向けマニュアリレ)

く研5

応募内容ファイルを作成し、応募情報を入力して提出します。

操作方法⇒「2.3(D応募情報を入力して提出するJ参照 (研究者向けマニュアル)

(注意 )

締切日までに「承認」
が行われたことを確認
して下さい。

応募情報の受理・修正依頼・不受理



2. 実際の応募手続き

研究代表者が自ら行う手続き

(1)
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2-a. 手続きを始める前に①

●e― Radを利用して応募を行うためには、研究代表者、研
究分担者とも所属する研究機関へ申請の上、研究者番号
(8桁)を得る必要があります。研究者番号をお持ちでな
い方は、早めに所属する研究機関のe― Rad担当者にご相
談下さい。

●研究分担者の「所属研究機関コード」、「部局名」、
「職名」も必要ですので、予め確認しておいて下さい。

●e― RadのログインIDやパスワードを忘れた場合も早めに
所属す0研究機関のe― Rad担当者にご相談下さい。
●研究分担者で、研究機関に所属していない方は、ヘルプ
デスク (0120-066-877)がログインID、 パスワード、
及び研究者番号に関する対応を致します。



2-b. 手続きを始める前に②
●研究者向けページから、最新のマニュアルをダウンロー
ドして下さい。

【研究者向けページ】
http://_w.e=
rad.go.jp/kenkyu/1ndeX.
htnl:
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2-c. 申請様式の取得

応募に必要な書類一式

「研究計

B.「月」)泰構烹コ式」
場合によっては「その他の資料」が必要になることもある。
公募要項も、厚生労働省ホームページからダウンロードできる。

:ここからダウンロード :

()辱年

"曰

省

厚生労働省丁OPページ ・`・.
→「研究事業」
→「厚生労働科学研究費
の申請方法について」
→「平成23年度」

A.
Ｉ

Ｊ圭
日 厚生労働省ホームページから

ダウンロードする。

※

※

http:rr― .mh:w.go:jp′buny
arkenkyuuJ:gyourindex.htrrll
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申請方法について



2-d日 申請様式の取得

●ダウンロードした様式を元に「研究計画書」、「別添様
式」を作成しておく。
●容量は合計最大 3MB以内におさめる。
●使用できる形式は、wordファイメレ、一太郎ファイメレ、 P
DFファイルのいずれか。
●「研究計画書」と「別添様式」は統合して一つのフアイメレ
にしておく。

※ Excelファィルはwordファイルや一太郎ファイメレ内に貼
付しておかないと使用できないので注意が必要。

e…Radでの申請を行う前に、
予め作成B.「別添様式」

※「その他の資料」が必要な場合は作成しておく。

A口 「研究計画書」
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2-eロ 応募II青報の入力と提出①

●e―RadポTタルサイトから、
申請を開始する。

研究者向けメニューにアクセスし、

177`ル
『

)睡 0 称 0 口 渕 0 ツ ル0 
～ "uD

綺 Enら,″ 氣D田ぃ″13155044

わ電子甲濱              ●電子申請「公募一覧」を選択   :
鍮 :・
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°°°00000・ ・・・・・・・・・・ ・・ :......・ 000・ 00・

・・ ・・・・・
。
・・・・

。
・・・・・
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9
※ 以下は簡単な説明に留めています。詳しくは、
「2・3 応募」を参照してください。

研究者マニュアル (共通)の



2-f: 応募 JI青報の入力と提出②

」をクリック  :

1面1       藤華ど繭
★ 袋

1響
鯖 紳 昭 曝 鯉 率 私   ‐ 1~1 鍮・ 団 V07ロ ページ0▼ 0ツつ囀 v》

‐
e・Ld弓筒欝憫鶴畿システム

|¬

)卜■ 配分機関情報一覧

::薦督芹石
・
F崖笙男箇誉f°f楢綺羅蘭石

・
F崖笙男面誉∫1お

・
F慮曇膚i

Ⅲ
ＩＩＩ‐―＝
開
Ⅶ府省庁名 配分機関名      ・ 公募一覧

日内閣晴本府 内閣府

総務省 総務省

総務省 消防庁

解 消防庁消防大学校消防研究センター L…

厚生労働省 厚生労働省

又

…

又郡科7■

…文部科学省 独立行政法人物質・材料研究機構

文書F科学省 独立行政法人防災科学技術研究所

文書陽洋 省    1独立行政法人放射組医学総合研究所

文部科学省    1独立行政法人科学技術振興機構

文
=F科
学省    1独立行政法人日本学術振興会

10
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2-g 応募JI青報の入力と提出③ -1
機関内締切日がない場合

受付中公募一覧

:必要に応じて「平成23年度 厚生労働科学研究費補助金公募要頂」をダウンロード          :

0月 0日 00時00分
△月△日△△時△△分
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2-h.応 募情報の入力と提出③-2
機関内締切日がある場合



2-i 応募情報の入力と提出④

応募情報登録【研究共通情報の入力】

:研究計画書の「研究課題名 (公募番号 )」     :

。:の情報に基づき記載すること        ・ :

要鷲 里惚璽瞭 』野
■‐ わ 入か >9=口別■||●入か >応■lけ菫拗 入力tu● ●め 入か ,嚇 畝 メわ 入クざ 01い つレ ● C_ノ ヽノフ                                           ●

●・●・ ●・ ●・ ●●●0● o・●・●●・ 0●‐ o●●・●o・ 0・●・●・ ●●●●●●●●●●●●●●o●rr● 0・●●●0・ら ●●●●●●●Ooo0

:J今全△△△に関する研究 (2201010)」  ::と入力

:研究期間は開始年度、終了年度ともに :

●lt=>>入力
"硼
い●P

嗅日に入力して漱へ過Ct″νえ てくだきい.

つついた■日|・6■項目で●.

: フアイル● ●■0 襄二0 わ知フい,431 ツリサ0 
～
|ブ llll

__    _J.8
1聟稔ンF~ib°・1~~ ~__.。 .°

‐  一 ― ^....■｀1:
曇ど■晉≧iflF:三

=:1ll11●
I:■ '三

il三
:[1lIP三 :ffご雪¬ :。硬信・11雷!.下 i]腎

すること    :｀1:西暦 (4桁)で記載すること

,1・

°
ill:llilill]:・分野当」ドぼこf員3al」ar41淵ら:顔ゴこ■らそV〈

=搬
¨
1

口 ■ :D       ~    ~     `“ ● 最 諄 隣 ●‖ ■ ― r=LA.f日

",‐

~         ^o●

1為 ニ                       ーー: r鵬‖、ハ田ヱー■  L・・
『
■ ハ ぅ : ′=ノ ¬ ‐ Lノ 〒 、 ‐  暉 出  ―  .Itt「J曙翌璽要翌≡冒冒函配電≡≡≡三百己=====]_:(例 )分野コード
「102」 (ライフサイエンス 医学。医 :

:療)の場合
戚llT霊 :Ψ踊■=濯.…。ご.…「「…・I|  ― ― ― ―   一― ― =  :   「0102」 と入力                 :

tt■■■ヽ 11■■■1■■■■■■■■■11■111■ t■■1■■■■■■1°・・・・・●●●●●●●●●●●●●・

:研究キーワー ドはe―Rad上 3桁の数字となっているため注  :
三二
===F=I==墜

匹墜塞禾憂 3° :意

:=三軍:IIIll三lIョ ー1- ‐‐―‐‐i_I距篤籍章111[詳 :(例)研究キーワードコード「1」 (遺伝子)の場合   :

=●
1■:二 ‐ ■三 11=i‐ ■ 1型i型

の■
平 ||をL`,生 :   「 001」 と 入 力                 :

F舶
綺
‖‐||

i‖ 1::′ 1轟鶏占J∫"ど66t簿も膠∫:16得競嵩ガ
′
I″""":

‐||‐
..11 
■1111,「ili「■■:      | |三  研究計画書の「8.研究の目的、必要性及び特  :I     I・    |   . == ′ ‐●: 1● :,1ll1 11 1 1■・ ■||

:色 :独創的な点」 を壼議すること
~~~~~…
  :

…・
□
・
■
― ―   三二二」:I I:「雲翼

概要」(1000字以内。80行以内)     :
‐ 躙 壷 ⌒  rっ    TTTヵ ― ■口II薔 :   ′― ― ¨ ■ rP′ 、■―  ・

:除Tチ
計
雇壽璽」るLT究

の概要」 (流れ図電
分を

:

「1 11TttTTIWFTT二 ÏI:

13 ・・ ・̈¨¨ "̈¨ .●●●●o"¨●"………●●̈ 0¨●●●●∵●●′



項目に入力して次へ¨ ツ先 てください。

2-j 応募情報の入力と提出⑤

・■,応募情報登録【応募時予算額の入力】

研究者欄 め W>刈 究樹 わ 入力>潮究個31情め 入力>,応募喘予郡 n  「 研 究 経 費  (間 接 経 費 を 除 く )」
の指定>>入力情報の確認

: 研究計画書の「14.研究に要する経費  (
: の各年度の研究経費をそれぞれ記載すること

1)各年度別経費内訳」

研究経費(間構経費の豫く)

使jB内訳(手円)

直盤屋,(直接書XttD

■機経費く一彙管理,X千円
間接経費

…

:「間接経費」

研究計画書の「 4.申請者及び経理事務担当者 ⑮間接経費の要否」で

: 要を選択している場合 → 各年度別の枠に当該額を記載すること
: 否を選択している場合 → 作業は不要 (0のまま) 14   :
14



2-k. 応募′1青報の入力と提出⑥

聯髪詳箇ぎお
・
FL・「聯菱潤瀞膚覇

・16訴麦費舌溢撃轟
・
芹訂
・
」……
・・・・

:

"初
0継り断Ψ 楓脚 ツ‐lLΦ ～'0    :     「6.政府研究開発データベース研究者番号及びエフォー  :
1応募情報登録【研究組織情報の入力】

:ぉ椙報に基づき記載すること
※研究分担者がいる場合は 曜勤 ll」 ボタンで枠を作成          :
Li・・ °°°°°・・・ 00。・・・ 。・・・・ :::」

・
t。
.I:・ °:....。 ..I.111.:l・・ °・ .....・・・・・・・ 0000:

l:ilIIillIうIIIIl[illttBlll・

拗 入

1》

応暮時予算あ

,力

>>研究■饉倍

lill::FFバ

懸駒 効
‐

IT情

報功イル

研究者情報 「
属研
翼響黒IF露
´r t,軍盆
野

3.役■分担
目票理書
=護
鶴

仔 円 1▼

工 ‐
―ト

`●

.l

研究代表者

覇究者
書号

3瞑X厠214
(所属研究機歯 ―ド)

…(部局0そ の他部局
(職名)准教授

1

'|   
・
Ч
・ "

|  |氏
名

刃
ガチ

漁ヨ

lll)シケン lalハ ッィチロゥ 2←位名)博士
3

||.:25

併 )試験 lal発一部

研究分担者■

国

研究者
番号

ヤ
ロ コ
q21111

(所属研究 1目心 ―ド)

1

21遇托
‐
γ l

L____J
※「その個 の場合のみ入力
してください
3

氏
名

刀
” li=■証

■ 1

瓢

…

   
… …

:研究代表者「一括計 :
・・:上」の場合は、研究 :
:分担者の「直接経  :
:費」「間接経費」に :
:は「0」 を入力  :

15
15



2-l 応募情報の入力と提出⑦

0‐ 0 曰□鍋‐ρ齢☆旗嶼りoo・尋::訴麦燿 あ・Fl・ 3° .° :石あ研究曇業導入あ絲
°
(当該牟 …̈1

アドレスO‐ ___   :度 )」

フイル0 編口ぎD ttυ  お擦t入りリ ツーJ♭Φ AJけω

項目に入力して漱へ進むを

"ッ
死 てくださしヽ

●●●●●●●●●00● 00o00● ●●000000ooo● ●●●●●

「 16.研 究費補助を受けた過去の実績 (過 :

:情報を記載すること              :
_|                                                                                                   ●

|}卜 応募情報登録【応募・受入状況の入力

「

:※複数の課題がある場合は「追加」ボタンで枠を作成すること :
′ :※当該年度分のものから直近 10件入力すること       :
′   :※エフォート情報も記載すること               :

:お犬男,ゞ讐豊組椰僣ぶ 夫男夕ゞ電轟?豊哭晨菫b入

"〉

,志∵僣義・
°°°̈
r°
¨ 0・ 00"● ¨oo0入力〉〉III究個日l ll率日の入力券応募時予算嶺あ哭男痴 豊組罰■ぶ夫男

"電

Jド豊哭晨望b入

"〉

,志∵僣義研究巻情報の確認〉〉研究共通情3Eの
177・rJbの 指定〉〉入力情報の確認            ・

1:課題:Dがわかる場合は配載すること :
配分様ロコート

ロ 事業コこド1日1ド
課題ID ′ 研究目発課■名 研究期目

予箪額《手

「
D

エフォート
く

“

)

研究代表署
の
他の応募1

田
拿X100r

メ く開始)*|― 年度

野
予か棘 *「

~~~1
拿[001]

団

…
   
… …::覇暮ギ患k碁燥通恐港il麟答選F罰藤11尋じをli晨
・
1

●
Ｕ
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2-m. 応募情報の入力と提出③
●予め作成した「研 計画書」、 賜」添様式」 を「その他の
資料」をe―Rad■に シプロードする。

カイル0 編集lEl 表示Ψ お知υUlal ツール0 
～
レフ0

0戻る。コ 日□● ρ嫌☆詢脚 03・ ι 』 口 颯
7ドレスlD[ _________―

― ―

応募情報登録 【応募情報ファイルの指定】

究

ア

:下

,Wordファイルや■太郎フアイルの代わりにPDFファイメレをアップ :
□―ドすることもできます。

画像を貼り付ける方法については、研究
さい。

17

者向けマニユアル等を参照して :

:  17

● ●● ● ● ● ● ● ● 0●・
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2-n 応募ll青報の入力と提出⑨

:の他の資料」等を一つのフアイル「応募内容
:フアイル」としておく。

0国 □翁 ρ館 ☆詢卿 o,6・ 尋 」,口 饉

●●●●●●|● ●●●●●●●●●●●●●

|…         」

|●t077イ
'レ

0中)     」

0熟
T卜

'ス

リ
|

「応募内容ファイル」が選択されていることを確 :
認し、「次へ進む」ボタンをクリックする。
●●●●●ooo● ●●●●●●ooooo%oooo° °°°°ooo● ●●●●●●●

応募情報登録【応募情報ファイルの指定】

・
・
・

° 
°
°

 f

E蓼 贈 翻 閣 F共
通情日の入か 〉研究目別贈 編の入力〉ン応事綸予

=口
の

「

'i究
腱
・
情●●入か

臀F受
入状況の入力鴻 ●

"わ
れ の

:ExcelファイルはWordファイル、一太郎ファイルに貼              鳳こ轟れまt
:付しなよいと使えない。

=ヽ

場急 応蓼内勁 ル選択● ま室●いままでm嗽 せん         `

●●●●●●●●o● o● ●ooo● ooo● ●●●●●●●●●●●●●●r● ●●●・ D゛
…

ヽ
・・
極 卿 ます。)Mlわ

り=PD‐・rルを鷺択手
=ユ
毛高Ll■ 0。レ ●り

`1=内
8777jレ●式い rdxl:各巴分義目が■

嗽 へn伽 お ン初 れ てな テムエラーロ面が薇轟 れる相 よ 全崚 童 獄 で連れ てくだ0‖「

てください。
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応募情報登録【入力11報の確認】
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`13“

の■●
',嘔
ヽキ●
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入′2)嘔ヽ口 1“
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Aか)■,II予二●●A′)'嘔 RII●ll口●A71〉 ,4,,入榔Rめ
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)0●ll●ワイル●■
■》入力■●●嗜●
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1勝1露
の`  L― .)翠・x・―F)ittxttxl.■ )xxXXXXμ ∝κゆ●0し(lL,博事臨

1語1lP・  ‐い―・ Ⅲ…淑0■ ■=ヽ Xttnx▼ ●●●●●∞∞01野 1ヽ翻留η
=

1誘,灘・ | ・
D…
・

い削 買ヽ 供 に ■)か ▼ XX OOOOO∞ ∞ ■ 騨 ‖ 審 誦 薫
=
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●                                                                                            ●インケー3,1

2-o. 応募′1青報の入力と提出⑩
:入力した情報を確認し、「OK」ボタンをクリッ
:クすると、「処理中"・」画面が表示され、こ :
:れまでに入力した情報と「応募内容ファイルJ:
:を結合して、PDFファイルに変換します。

.   :・

・
〔提ビ農事ゞ
・°°°

:・
・・・°,0・・・●・・

:・

・°°°

'°

°°・°

1

:PDFファイルヘの変換ができない場合は、:

::達察言官拿子「
イリレ」|=問
〒ダあっ
可台旨
 :

:7覧聖彗1籠饉堪轟打埋雹程昌晃t電の!
:注意事項」を確認した上、ファイルを修 :

:正して下さい。            :

:層渠昌曇纏峯F薔讐孫皇撃警ダ蔭17る
と臨募

:

「応募情報登録【入力情報の確認】」画面
19
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2-p. 応募情報の入力と提出①
カ イル0

0臓 `

腺 O 新 ¨  お気t'Oω  ッーJレm 
～
レ′CD

‐0□ □ う ′ 機 ☆ お知「入“
o 3‐ ■ 日 ‐コ 畿 .t3

アド[・■■,

‐
c・Rad´ 廂餞 週研韓 ロ シ薦 ム

「応募ll青報登録確認」画面が表示され
応 募 情 tE登録 確 認 :たら「ダウンロード」ボタンをクリッ

三クして下さい。応募1青報の入力と提出

詠 諄諄機器り脇 1犠競集ました。    :0～ ⑩で e…Radに登録 した1青報から作
①応停お鵜 勒 ピ ウンローFl″タン鯛 t万 観 ち ァ.レをダウンロード』 成 さ れ た PDFを 、 ご 自 身 の 端 末 に ダ ウ

鰤 罹温 轟 告匹 雇 鏃 、
十い 却 十れば、山由 [勁 疇 晰

1ン ロ ァ ド し 、 保 存 で き ま す 。

T鄭 0った 場慟 _:ょ、略 凛Flえ潟 の 腱晰口暉 タン 7Jヽら修 EC cくださ、l。

F・
三二~~~~~~― ――――――――一― ――  ――― |配

ittltt     II鐵 II三:]]塁翌撮民
=:Ix=

璽金宋署3府詔翻 tl二斎言不L畠燿I津富雀ヤ11ない・ 事務分F者が承認・ロフP,A■ /・_

5剛 男翼需 聰
…

インター・r・ット
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2-q 応募情報の入力と提出⑫

三i菜J」を驚ヴづ7イκ攣   「膵 l"・ :
:ワワダ看電亭警伝, 

「フアイリレを開く」をク
 :

%..。 ......● 0●●●●●●●●●●0●●●●●●●0●●eO●●●●●●●●●●●●
.000・

・
・ ・

::

荊 咤D  巨亜・ ,L―
=_11~~~~~¬77r'101vG: 顧高臓roLat 7tOocLhenl~~    ャ

)111:°
・・‐

ダウンロtRう発了

f果存しました
,       日

… …

ダウンロード:

ダウンロード先:

申云i=辛

501 KBを ■秒

…

ヽ

…
58J KBノ移

□

フオ
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2-r 応募JI青報の入力と提出⑬
‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐‐■■

_J.:=13L:4:じ甚爆
=善
慕与牙;;あ五墨邑五

°
:応募情報壼 3■確認

・ ・・
・・
・・
・ ・

i・

・

1° :                     

百 理 解 翫  :

'をクリックして下さい。          :翻
=糊

男鷺11壌ふ賓す.          _.。 0・・ °
°00・
°・・・
・
‐~       

‐
  | :111'ユ

′そLインリック し 1[¬Fだ彗い .                    :
●●●●0000● 00● ●●●●ooooO● ●●●●●●●◆000oo● ●●●●●●●●
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クステム

口L●■― ‐ ●ゥ_″
「
H■ ,■二 :ilPcrフ ..ルび ■′

■
~卜
・
豪 1議 llt、

‐‐‐‐●●‐    ^^‐ __^… …^― ―‐‐̈ ^――― ^´ ‐‐‐__―                         ●            ‐      ■   ■■ ___■ L_ 
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 …   …      ‐    ―――――――  ―        
°

i:::]::]Iliiiili:II.こ

=:f・
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           I"° 1:11:i:li:::i〕  ""・

・“
°‐

1¨

¨"・・"¨ ・̈・“"∵・・

:

…………………嗜 = 主三盛墓重完了し :
ヵイ′′0

0蔵
,卜「1(n

も 鋼もρ鶴☆b・‐00餌ニロ」色毬  :  :ェ
い ま せ ん 。       :

‐‐■■■■■■‐‐‐‐‐■‐‐‐‐口由日‐‐‐口■■■■‐‐口

``__‐
‐‐‐‐‐‐‐‐口

`L‐
■■

`こ

こ■._ご
==L.口
___‐
===二
_._ =鋼案0 赫 ψ 

…
● ソー●。 利―対

フアイルC ●A● IL=0′

0お‐0ロ ロ
`驚

=旦
懸  本作業終了後、所属研究機関の :

tM冑綺 "e~Rad担当者に連絡し、研究計画を :

承認する手続きを行つて下さい。
応J摩 1青覇ヒ......。 。0● ●●●●●●●oO● o● ●●●●●●ooooo● 000● 00● o● ●●●oOoo● ●0● ●0°

車協ウト璽鍋轍 きる1カ態にちりました。

応募IIIm修正・肖嘱したい場合は、事務分担者(政酪して∝よ、
あ性 の応募犬況は鳴詢状況一覧」動 ち確彫 てぐ記い。

応募情報提出確認

f臨 激蜘 管
1嚇できません

●イ
"―～
ト



3.実際の応募手続き '(2)

所属研究機関の担当者が行う手続き
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3-a 応募JI青報の確認・承認等①
・ 事前準備 所属研究機関向けマニュアルを入手して下さい

00,
☆ ● θ 暉 響 椰 硼 離 じ 薄 J願 腋

響 TI~

0薦
… … …

lrャJ____ ρ¬
心 ,ご

^「

ジo▼ 0ッール0)▼
》

トホーム

,お同い合わせ先
,サ イトマッフ

0‐ 国 ‐

:
● 新規l‐E研究機口の登録をされる方は、右のメニユーにある

'シ
ステム翻電に当た '

:Ⅶ麗箱離:竜鯉箸篭 茅駁I動嵐了し続筋 I
機口の方は右のメ

=ユ
ーにあるロクインポタンれロクインしてください.    ,

■ お知らせ                                    1

2009′■0′23 日本学術振興会料研費電子甲調システムの憚書のお知らせ (復旧)
20tDノ■0ノ

“

 BA宇捕振員会料翻費電子申請システムの種書のお知らせ
→過去―質

●プライパシーポリシー ●サイトボリシー ∞
"lght O HI■

lSh“ Ed嘔●oR.Culuj嗜 sports.S― e and T∝い bw

0インターネットl裸義モード:有効

システム利用規的等 (心餞)

システム
`り

露に当たっての

“

al挙僣

‐t10096 ャ

六―ム >所瞑翻究機面向けページ

http:rr―.e_rad.gojp′ sho20kurindex.htrnl
24



3-b. 応募情報の確認・承認等 ②
跳●所属研究機関向けページから「担当者向けメニュー」を で下さい。

力 ゆ  ― D ttυ t病‐●0 ツーED へ′
"O

'ド
い 0口 m口 輌 ψ 口

"“
フ

…

■n―
―
… …

諄
・
募

…

.歳l′用 嘲 D“輛 J口 学

所属研究機関事務押当者向けメニュー

前ロログイン9000/00/00 00DDD0

『
・
JL,こ
目習雲籠曇き

=要

罰訂冒T口・ ■ く1。 ...... 
・
。
・ ..・・・ 。。,000。 o0応募受 1」 1犬況検索 (承認・去p下 )

応募基本情報変更・交付・委託釧 勺庁続割剤樹鎌

際 腱踊 1辟鯨

>鵬 毬 絆|IRn
研究者新規登録・所属情報追加

研究者所属情報一括登録        _
研究者所属情報 1甜多正

研究着 青報検素 C購嗜封薔報性正‐奥動 機 肖)

レ 事務ぬ担名Hi聘麟霞理

事務分担者情薇貪索

レ 副1属研 硝 躙 厳鍵

所属研究餞間園 雪正

部機 隷

部島 詢← 菫

レ 関係府雀への報告・連絡

文語 学ヽ省

届杯水産省

環境省

レ メール通矢o設定

レ ′`スワード変更  ~

レ 81名 lo登録

―

・
:〕:i中誓讐警毒:`(編獅ギゞ

・∫・だ獣¨l

25
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③3- C. 応募情報の確認・承認等

0酪 ‐0ロ ロ翁 ρ嬬 ☆錮よりo θoみ 目□触 4

一
一

応募検索 ●●●●●●●●●●●●●●●0● ●●●●●●●oooo● ●●

:表示したい応募情報の検索条  :
:件を入力し、「検索実行」ボ
:タンをクリックし、応募状況

一―――――
=を確認してく

ださい。

一　
Ｖ

■由―_ド
三 二 _「

‐

¬ ‐ 暁 全‐劇          :‐
Cν
「

口心 υ に ヽ ′し CVl。

事露コード l■ヨ院全―劇                 。●
年度 L_  ■l年鷹                          ~~~~~

―

一 ―

― ―

一 ― ―

         

―

―

―

― ― ‐ ―

―

―

―

―

―  

一

‐

―

― ―  
―

‐ 1回 腕 全―劇日 致

研究者番号 1_______」院全一劇           __  .●・

T_屋≧ 塾:三量
所属部局番号

応暮状況 ．
Ｖ

一

．
●

一

‐
e・コhご 鵬翻田剛硼□■レステム

.  I     ● インターネット
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3-d 応募情報の確認・承認等

応募一覧

:=CSV出力 |

xx件該当しまレこ。
,ベージロを表示じalます.
:/2/1ベージに移リルます。
口

"

□ .0000■薔

1/2/ユベージに移■します。

"

三iぷ鼻萩貌1ビより「
事務分道薯が":

:応募内容を確認し、問題なけれ :
三ば「確認」ボタンをクリック  :

E分●口名

9999‐ 9月0,0

9999499月 ,901L`[菫口,CコDネ■●

999,コ9用 0日 |●亜菫
"GEコ
D嗜2綺ち  |口雪 |・`・

j回日|

…
9■0印 9日 IC=ヨ〕田 ■2綺ら  回

''`・
lj田

19999‐ 9月
"日

9999499月 99日

9999年
"月
99日

口 |||||||||||||||IT

昭一田一昭

●

ヽ
、
．
．
′
′
〓̈思

― ―
:

e Raご 府薔共通研究臓発饉理システム

事
応
表

務
募
者

分担者が「確認済み」にしても、

□

口 0000■■

「事務分担者の【応募一覧】」画面



3-e. 応募情報の確認・承認等
●事務代表者が「承認」を行うと、応募情報が厚生労働

●「承認」が4〒われたかは、研究代表者側でも確認して

。Ш

―

シ

"払

,応 募一覧

1:=CSV出 力 |

XX44該当しました。
1ベリ ロを表示しaヽます。
1/2/1ベージ(3移コルます。
口

"

●|10●|,,"曰

9999中 9月90日

,909●99月 |1日

すまれら
　

。

9999月0,A●90

,999●99月
"日

::雲霧花雲薯が
・
Fま話j:ボ夢ジをら

・
:

・
・
・
°
°

:せ 曽

`「

「 艦 |「 票 曇 雰 霙 撃

:

%● ●00● 。。。。oooo● ●●o● ●●ooooOoo● ●●●′

代表者は「課題検索」
「応募一覧」画面を 認し、状態が「確

る

0"9●99月
"日

●
"9"0月

99日

承
ら
関

い

Ｆ
か
機
さ

の後、研究 面
分
だ
２８

画
配
く

:ノ 2/ュ ベ‐刻こ移ル ます。

四   ― 受付中」となつてい ことを確認して



4.応募手続き完了の確認

(研究代表者が確認して下さい。)

29



4-a. 応募手続き完了の確認 ①

:774Jレ 0 ■謀くD 鎌 0 お知よりω ツーJレ0 
～
L70

研究者向けメニュー

前回ログインズD印暖川315:田:44

レ 電子中請

応 募 基 本 格 襲 変 百・交 付・ 曇 El契約 手 鯖 惜 tBJf燎一 瞥

成 果 報 告 情 報 一 瞥

虚 臭 菫腔 訂■鋼 1■況 一 瞥

雲 瓢 一 管

レ 研究者情報管理

I好奮 暑 倍 銀 催 T

レ メール通女o不要設定

レ バスヮード普百

レ 椰1熟 n青締

レ

l i l l 凸 ●インターネット 30



4-b口 応募手続き完了の確認
●状態が「配分機関受付中」であればe―Radでの応募作業は完了です。
●他の状態では応募作業は完了していません。

未完了の例 :所属研究機関受付中

●公募期間最終日午後 5時 30分までに「配分機関受付中」なつていない
場合は、応募は無効になります。

0,a 、, ● 44,"子 Pr■、い 0

eR● J 

―贅 (■惧燿こ 躇

以後の応募は受け付けません。
状態 説 明

作成中

応募情報を一時保存した場合は、「作成中Jと表示されます。
・「再開』ポタンをクリックすると、応募情報の入力を再開でき
ます。
■『231D)応募情報の作成を再開するJ●照
。「削除Jボタンをクリックすると、応募情報を削除できます。
‐「23(0)応募情4aを剤除するJ参照

未饉認

応募情報を機出していない錮合は、「未確認」と表示されます.
。「提出Jボタンをクリックすると、応募情報をそのまま提出し
ます。
→『
'3(F)応

募情報を提出するJ参照
。「修正」ボタンをクリックすると、応募情報を俸正できます。
→ 123(F)応募情報を修正するJ参照
・「爾F・IJボタンをクリックすると.応募備■を剤除できます。
ご L,(叫射諄倒 ― J垂照__二 _¨

所属研究機関受付中
所属研究機関に提出された応募情報に:ま、「所属研究機関受付中」

奉 替 亀
― ― ― … … … … …

却下

所属研究機関が却下した応募情報には、「却下」と表示されます。
却下理由については、所属研究機関の事務担当者に確認してくだ
A:、

配分機関受付中
配分機関に提出された応募Itaには、「配分橙関受付中Jと表示
一

‐ 十

配分機関処理中
E分機関が受理 した応事情報には、「配分機関処理中Jと表示さ
れます^

不受理 配分機関が不受理した応募情報には、「不受理」と表示されます。

修正依頼

―E提出した5募情llについて、所■研究機関や配分機関から修
正依頼を受けている応募には、「修正依級Jと表示されます。
・ r修正Jポタンをクリックすると、応募情報を修正できます。
⇒『 23(F)応募情報を修正するJ参照
・
F守 311線 t、L島ぎ

情報悧 除で
も守
す。

採択 配分機関が採択した応募情報には、「採択」と表示されます。
不採択 配分機関が不採択した応募情報には、「不操択」と表示されます。



以上で手続きは完了です。最後までお読
み頂き、ありがとうござぃました。

〇   |




